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第１章　産業国家，その隣人達とその変遷
（農業は完全に商工業に従属）
　ヴィクトリア時代の後期，新聞記者や政治家，農業エコノミスト達は，農業が今なおイングランド
最大の産業であると言っていた。たしかに19世紀末には，まだ農業部門は人口の最大構成要素だった。
1911年においてさえ，農業部門の従業者数は，この頃公的に「金属製造」と呼ばれていたグループに，
ほんの少し追い越された程度だった。しかし上記農業エコノミスト達の言は，年を追うごとに不適切に
なってきた。1851年にはまだブリテン成人の約４分の１，10歳以上男子の場合６人に１人が直接に農業
と関連していたが，1881年には後者の数値は10人に１人以下，1911年には20人に１人以下にまで低落し
ていた。ありとあらゆる農業関連職業従事者（農業主や市場用園芸業者〔market gardeners：比較的狭い土
地で市場向けに野菜を中心に多種の植物を育て，販売する業者〕などをも含む）をとっても，その有業人口に占
める割合は，1881年にはまだ12％以上だったが，1911年にはわずか８％になっていた。ブリテンにおけ
るこのような農業人口比率の低さは，従来どの大国でも例を見ないものである。
　ピール期に別の通商政策が採られていたら（穀物法撤廃を意識），農業の比重低下はやや抑制されたか
もしれないが，この時期，UKは急速な人口増加期にあり，ピールは食物確保を考えざるを得なかった。
出生率が死亡率を大幅に上回って，対外移民による膨大な流出を相殺して余りあったからである。移民
は1886年の少し前にピークに達し，1881⊖85年の５年間に，かれこれ67万5000人がUKを出て行った。先
立つ27年間の225万人と比較されたい。世紀が変わった1910⊖13年間に，再び移民の大増加があり，この
４年間に１年平均20万人が流出した。しかし，他方で自然増の勢いは激しく，結局，1881年にほぼ2,971
万人だったブリテン人口は，1911年には4,083万人になっていた。
（外国貿易と産業波動）
　UKの輸出額は，1887年には自国生産物総額のほぼ20⊖25％を占めていた。1907年にはその割合は30％
ほどになっていた。二つの年度の間の時期に，対外取引の性格が根本的に変わったということはない（但
し，1907年は取引額が異常に多かった）。1887年の輸出総額は２億2100万ポンド，最大項目は綿糸・綿
製品で7,100万ポンド，次いで毛糸・羊毛製品が2,850万ポンド，機械以外の鉄・鋼製品2,200万ポンド，
機械1,100万ポンド，石炭1,000万ポンド，等である。輸出品の多様化が進みつつあり，これは幸運なこ
とだった。対外取引を綿関連商品だけに頼るのは（ヴィクトリア期はそうだった），すでに危険になり
つつあったからだ。
　外国・植民地産物の再輸出等も非常に巨額で，1887年の場合，5,900万ポンドに上っていた。その中
身も多様だったが，とりわけ羊毛原材が額で抜きんでていて，原綿がこれに次いでいた。その他では，コー
ヒー，茶，近年ではゴムが主要である。卸売物価の長期低下が続いていたが，それにも拘わらず，1887
年の再輸出額は1877年に比べて増加していた。或る商品が取引上落ち目になっても，他の商品がこれに
代替した。近年，ゴムがインディゴに代替したのが適例である。もちろん，UKは海運をはじめ，保険，
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銀行業等でも世界の中心だった。
　このようなUKは，地球上のあらゆる事象に敏感であった。とくにシティには影響が如実に表れた。
アメリカ南北戦争，普仏戦争による影響，などは代表例だが，その他にも，季節，信頼感の波動，投資・
取引心理の揺れ，設備投資動向，金事情などが影響した。
　1887年に先立つ13年間およびその後の９年間は，物価低落持続期で，加えてこれまでにない外国との
厳しい競争と外国の高関税政策が重なっていた。経済界全体が沈滞気分に覆われて，1885⊖86年には「商
工業の不況にかんする調査委員会」が設置された。この時の不況は上記の価格下落と循環的な景況後退
の結合によっていたが，23年間の物価下落が決定的なものでなかったことは幸いだった。
（1887年からの景況回復：ベアリング恐慌：マッキンリー関税）
　景況は1874⊖79年間，明らかに後退期だった。しかし79年以降上向きに転じ，1882年には失業率（一
般的労組失業率）は2.3％にまで低下した。その後造船業などの業種が不況に陥るが（技術工学・造船・
金属業等の失業率10.4％），それも1888年には回復し，ボイラー製造工などの重量金属関連工の失業率も，
また一般失業率も1889年には２％ほどに低下した。
　1890年のベアリング恐慌は，ベアリング社の対南米過剰投資によるが，この危機はBOEによるロシア
での金買い入れ，フランス中央銀行からの金借り入れ，シティ銀行家・金融業者達の共同保証によって
切り抜けられ，保証人達は全く実損を被ることがなかった。金融危機もいかなる種類のパニックも生じ
なかった。BRも６％を超えることはなく，1891年の景況は，さほど深刻な後退を示さず，一般的失業
率も3.5％程度にとどまった。
　前年（1890年）にアメリカが関税を従来の最高水準にまで引き上げていた（マッキンリー関税法）が，
引き上げ後５年間の対米輸出額は，先立つ５年間に比べて平均で9.4％減少した程度でおさまった（但し，
羊毛反物の街ブラッドフォードなどは大打撃を受けた）。南北戦争後，アメリカの関税は一貫して高く，
対米輸出額はマッキンリー法に至るまでも，1866年水準を超えたことは殆どなかったのである。ブリテ
ンはアメリカ産業の競争力成長と高関税によって，対米輸出が停滞気味だったので，自然に他の諸市場
に押し流されていった。とは言え，高関税にも拘わらずアメリカが相当額を輸入し続けていたことは，
依然としてアメリカがブリテンから購入したいものがあったことを物語る。
（外国貿易と経済の安定性）
　上述のように，ブリテン経済は原材料・食料の海外依存や利害範囲の拡大によって，あらゆる事象に
過敏になっていたのだが，それを埋め合わせる要因はあった。第一に，経済圏域の拡大はリスク分散の
可能性を内包していた。例えばアメリカがマッキンリー政策で鉄道用の金属や高度な製品を閉め出そう
としても，80年代にはインド，南ア，オーストラリアなどが活発に鉄道を建設したり，高度製品を購入
したりしていた。1889年に金属や技術工学関係の産業が異常なほどに活況を呈している時，その需要は
従来と異なり，アメリカの更新投資だけに依存しているのではなく，地球上全ての地域に由来している
と報告されている。とくにこの時は，南アが「仕事の新世界」をブリテンに提供していた。
　第二に，原材料・食料の海外依存にしても，特定の供給源への過度依存から脱して，多様な供給源を
もつようになると，価格低下や安定性が得られるようになる。食料についてはとくにそうだ。19世紀で
も，第３四半期末頃までは，食糧収穫の豊凶が景気を左右してきた。ブリテンでは1812年以降の60年間，
飢饉こそ無かったが，食糧豊作・凶作がパン価格の変動を起点として，景気変動を決定してきたと言っ
ても過言ではない。しかし，1880年代の豊作は，30年前と比べてすら，経済に大きな影響を与えること
がなかった。
　今や小麦は年々我が国に入ってくる。以前のような収穫前価格・収穫後価格の差異も明確ではない。
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収穫されたものは原産国で適切に保存される。鉄製の船は，木製と異なって大量に，乾燥したままで小
麦を運べる。今では北半球の収穫期と収穫期の間に，南半球の小麦が利用できる。1884年には，その年
輸入した小麦のうち，オーストラリア，チリ，アルゼンチンから来ていたのは10分の１にすぎなかった。
それが20年後には，３分の１となり，今や殆どがアルゼンチンからだった。1908年には南半球小麦が輸
入量全体のほぼ５分の２を占めていた。こうして，或る国で小麦が不作でも，他の国の豊作がこれを埋
め合わせるようになった。例えば1904⊖05年に，従来我が国輸入の過半を占めていたアメリカ小麦が，
突然入手できなくなった時でも，アルゼンチン，インド，オーストラリアなどからの輸入がこれを補っ
た。これを承けて，ロンドンのパン価格は上昇することなく，逆にやや下落した。ちなみに一般物価は，
やや上昇していたのである。1884年以降のパン価格（１ローフ）は，先立つ30年間の6.8d.〜10.8d. に比
べて5d.〜6.3d. の幅でしか変動しなかった。水準は下落し，変動幅も安定している。1891年以降のロン
ドン一般食料品小売価格も，動きはパンと同様だった。
　ヴィクトリア女王後期とエドワード王の時代，ブリテンの社会は非常に安定していた。輸出産業の生
産物も，綿という大きな例外はあったが，概して産出額の３分の２から４分の３は国内で販売されてい
た。輸入商品も，未だに大半が絹，羊毛，ガラス，手袋，玩具，時計，楽器などであって，自由貿易開
始期以来，項目は余り変わらなかった。1888年の鉄・鋼（精錬品，加工品）の輸入量は，対応物輸出量
の10分の１もなかった。1887年に，外国製品には全て原産国名をスタンプすることが法で義務づけられ
たが，この結果，公衆はドイツ製品が多いこと，その性能が優れていることに驚いた。しかし，それら
の総額は大したものではなく，ブリテン製品と直接の競争関係にあったわけでもない。ブリテンの生産
者達は暢気に構えることができた。
（大物価低落の終焉：金）
　（この辺りにBoard of Trade Index Numbers of wholesale prices 〔実線〕，および Price of ４ lb. loaf in London in pence 〔点線〕と
いう二本の折れ線グラフが示されている〔1900＝100〕。意味するところは1873年以降1896年に至るまでの長期低落とその後
の大回復である。但し，下落期には二つの線の平行性が高く，上昇期には実線の大回復に比較して，点線の回復が停滞的で
ある。）
　1888⊖90年の好況を承けて，1891年は景況が下降に向かった。その間の主要商品価格の動向は以下の
通り。クリーヴランドの銑鉄（トン）：1890年47s.8d.，1893年34s.6d.。鋼製レール（トン）1890年￡5.9s.1d.，
1893年￡3.15s.11d. 綿もこれらよりは軽度だったが，下落した。小麦は1889年の29s.9d.から，ロシア，
フランスの不作によって1891年には37s.に高騰したが，結局1894年には22s.10d.に下落していた。他の穀
物価格の動きもほぼ同様で，豆類価格も1894年にボトムとなった。石炭，鋼鋳塊などの素材品卸売価格
は，1896年が底値となり，1887年に比べ10％，1889⊖91年に比べると15％下落していた。
　世界的な物価低落要因が働いていた。一つは，長期的な小麦生産量の増大である。とくにアメリカ，
アルゼンチン，ロシアの耕地拡大が顕著だった。また90年代初期には，アルゼンチン，オーストラリア，
アメリカで経済危機が生じていた。さらに銀価格の法外な下落という問題があった。1872年には60 
５
―
16 d.（オンス当たり），1884年には50 
１
―
２ d.であった銀価格は，1893年には実に36 
５
―
16 d. にまで下落してい
た。このため，税を銀で徴収しながら諸種の債務支払いは金で行わねばならないインド政府は，民間勘
定での銀貨鋳造を停止し，管理ルピー制に移行した。この出来事は，長期的にはブリテンの諸価格を引
き上げる一助となるはずだった。しかし当面は，インド政府によるロンドンでの金需要が増大しただけ
であった。アメリカにおける1893⊖94年の，長引いた関税・通貨闘争も好ましからぬ影響を与えた。こ
の影響は，例えばアメリカからのブリテン羊毛・羊毛製品に対する需要が，６か月ほどほぼ完全にストッ
プしたほど甚大だった。
99
－320－
一 ノ 瀬　　篤320
　物価低落の長期的要因（例：小麦増産）や短期的要因（景況波動）に加えて，金に対する需要が20年
間にわたって世界的に高まっていたことが問題を増幅していた。実際，この時期の全ての意見が，そう
信じていた。そこで多くの経済思想家や政治家達が，脱出口を複本位制復活に求めた。銀を呼び戻して
金のバランスを調整し，両金属の交換比率を固定し，東洋と西洋の通貨・金融関係を円滑にしようとい
うのである。他の思想家（例：マーシャル）は，より洗練された形の複本位制（合成本位制）を鼓吹し
て，そのメリットを説いたが，これはまず政府が採用しそうにないものだった。アメリカでは，西部の
銀鉱山に基礎を置く銀党（a silver party）が，政治的な力を増していた。
　しかしこの間，いっそう多くの金が流入してきて，銀を使おうという訴えを無駄なものにしつつあっ
た。ただ，そのことは当初，目立っていなかった。1860年代後期から70年代にかけての北トランスヴァー
ルにおける金およびそれに続くダイヤモンド鉱山の発見は，南アに多くの採掘師達を招き寄せていたが，
1884年に二人の採掘師がランド（the Rand）で金鉱脈を発見した。1886年には『エコノミスト』誌９月
号にも「相当な生産量の期待できる金鉱脈発見」とういう報告が登場した。但し，同時にアフリカ地層
の性格から過大な期待は禁物と，警告もしていた。1889年のランド金産出額は130万ポンドだった。
　1893年には，ランド金産出額は520万ポンドになっていた。産出量の増加は，むしろ緩徐だった。こ
の間，BRは1893年に海外のトラブルで４ないし５％に上がったが，94年初期から96年（卸売物価ボトム）
末頃まで２％の低水準を保った。
　（この辺りにBank of England ofﬁcial minimum Rate of Discount, 1887⊖1900および同名で1901⊖14年を対象とする折れ線グラ
フが示されている。含意は，対象期間中，BRは概ね2.5％と５％の間で上下しているが，稀に６％，７％に引き上げられる
ことがあった，逆にこれも稀に２％に引き下げられることがあった，1894⊖96年の長期２％は異例だった，1914年には未曾
有の高率が課せられた，等。）
　「農業不況に関する王立委員会」は1894⊖96年にかけて活動していた。時宜を得たものと言うべきだろ
う。委員会は専門家を招いて「将来物価予測」を求めた。R. ギッフェン卿は1894年４月に「上昇する」
と答えた。金産出量がランドのみならず他の場所でも増加しているし，異常な金需要も1870年代のそれ
と同様，停止するだろうと述べた。フォックスウェル教授（Professor Foxwell）は６月に，留保を付し
つつではあるが，複本位制を採らねば物価はまだ下がるだろうと予測した。また，最良の岩石学者達と
相談してみたが，南アからの金生産量が著増する見込みはないだろうとも述べた。翌年，金供給増加の
影響についての議論において『エコノミスト誌』は，19世紀中葉の金増加の物価への影響は当初期待さ
れたよりもずっと小さかったこと，また新産金の影響はおそらくもっと漸次的ではっきりしないものと
なるだろうことを指摘した。後者の理由は，新産金をアメリカが吸収し得るし，オーストラリア，ロシ
アも金本位制採用を準備しているので過剰な金を運び去るだろう，というものである。
　BOEは1896年に，２年半にわたる２％低水準の眠りから醒めて，BRを引き上げ始めた。他方，ラン
ドは「最良の岩石学者達」にも拘わらず，1898年までには年当たり1,500万ポンドの金を産出していた。
1899年には，物価は明らかに上昇傾向を示していた。これがどの程度金の増加に依るのかという判断は
困難だが，少なくとも金属と建設材料の値上がりが金鉱採掘の拡大と関係していることは疑えない。物
価の最も明確な上昇は1899⊖1900年に生じた。もっとも，ボーア戦争（1899⊖1902年）の開始は物価を押し
上げると同時に，南ア鉱山からの金流入を停止させた。
（諸国が金に向かう）
　しかし，南アはこの頃，せいぜい世界の年当たり新産金の４分の１程度を生産していたにすぎず，ア
メリカが1890年からこの頃までに産出金量を倍増させていた（675万ポンドから1,330万ポンドへ）。また，
オーストラリアも1903年まで金生産を増加させていた。そこで，トランスヴァールからの金流入がストッ
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プしても，1900年の世界は1897年におけるよりも多くの金を産出していたのである。1903⊖04年にトラ
ンスヴァールの金生産が再開されて以降，その生産量は急速に増大し，1908年には3,000万ポンドに達
した。それでもこの南アからの金は，その年の世界全体の新産額の３分の１にすぎなかった。この１年
間だけで，1801⊖47年間（47年間）の実に３分の２に当たる額が，世界の金ストックに追加されたので
ある。1891⊖1908年の18年間には，1848⊖1890年間（43年間）の額に等しいだけ，また1848年に先立つ３
世紀間の２倍近くに当たる金が追加された。
　従来は，世界の金ストックが膨大なので，増分がストックに及ぼす影響は些少であると考えるのが通
常だったし，それで妥当だった。しかし今やそうではなく，増分が主要部分（mass：ストックを指す）に
影響する情勢にあった。ただし，金本位グループに参加したいという諸国の熱望があり，そのために金
増分の物価に及ぼす影響は緩和された。物価が上昇するにつれて，複本位制は忘れ去られた。ただし，
アメリカではその動きは最も遅くかつ不徹底でもあった。アメリカ政府はシャーマン銀買い入れ法で銀
を大量に買い入れていたが，1893年にこれが停止されると最後の大闘争が起こり，銀党は敗北した。こ
うして漸く1900年に，留保条件なしに，金だけが本位貨幣であるとはじめて宣言された。
　欧州ではドイツ，オランダ，スカンディナヴィア諸国が70年代初期から，金を通貨の基礎としていた。
フランス，スイス，ベルギーは1878年以降，同じ方策を採った。フランス銀行は1907⊖08年に，１億
2000万ポンドもの金を保有していた。これは，20年前の保有額の２倍に当たる。イタリア，スペインで
は19世紀末は通貨が減価傾向にあったが，この機会に有効な金本位制に戻れるよう努力していた。オー
ストリア，ロシアも90年代に金に移行し，金を大量に蓄積した。1908年までには，オーストロ・ハンガ
リアン銀行（the Austro-Hungarian Bank）が，ほぼ5,000万ポンド，ロシア帝国銀行（the Imperial Bank of 
Russia）は，ほぼ１億ポンドの金を保有していた（これらは，海外保有のフランとスターリング〔とも
に潜在的金〕を除外した金額）。これに対し，この時期，BOEは4,000万ポンド以下の準備金で仕事をし
ていたのである。
　日本も1897年に金本位制を採用した。インドは銀貨鋳造停止後，ルピーをソヴリンにリンクしていた
が，1899年にはソヴリンを法貨にした。その後，ソヴリンと金延べ棒を異常な速度で蓄積した。二つと
も1931年までは流出しなかった。インドでは金は宝石用，時には薬品として用いられ，残りは単に退蔵
された。1906⊖14年の間，年に1,500万ポンドの割合で退蔵が進んだが，これは同時期のトランスヴァー
ル年当たり新産金の２分の１に当たる額である。
　メキシコ，アルゼンチンなど中南米の銀共和国も，1897⊖1907年間に金に向けて方向転換しつつあった。
結局，中国他少数の国だけが銀にとどまった。ギッフェンは1895年に，今後物価は上昇すると予測して
いた。それは正しかったものの，異常な金需要はストップするだろう，というもう一つの予測は外れた。
彼の予測に反し，上記のような大需要が生じたのだが，これがなければ物価大上昇が生じ，経済は混乱
していただろう。彼の第二予測が外れたことが，経済全体には好都合だったのだ。
　そういう次第で，1870年代には唯一の金本位国だったブリテンも，20世紀に入った今では，模倣者の
群の中に立っていた。金本位制を採っていない国々も，事情が許せば多数派に加わりたかっただろう。
30年前に比べると，貿易の自由度は減じていたかもしれないが，国際投資と国際金融は遙かに自由かつ
容易になっていた。
（自由なブリテン市場：物価上昇と外国投資）
　おそらく20世紀のブリテンは，対外投資を過剰に行なったのだろうが，投資が円滑に行える国際金本
位制の下では無理からぬことであった。本巻対象時期の終期，すなわち1907⊖14年間には，国の内外へ
の投資が非常に活発だった。金本位制確立に加えて物価上昇傾向も定着していたからである。
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　物価は1897年から1914年にかけての18年間，やや中だるみ的な時期（1901⊖05年）を含みながらも，
明確な上昇傾向にあった。その前の９年間（1888⊖96年）は，逆にかなり鋭角的な下落期（但し1888⊖
1891年の４年間は，事後的に見ればまやかしの上昇期）であって，1896年の物価は，それに先立つ合計
23年間の下落期の中でも最低値であった。この時期のブリテンの歴史については，この明確な物価低落
期と上昇期を念頭に置いてこそ，対外的・通商的な面ばかりでなく，対内的・社会的な面をも，最も適
切に観察することができる。1896⊖1914年は，基本的には確信に満ちて冒険をいとわない時期であった。
　1890年はベアリング恐慌の年だったが，経済的には決して悪い年ではなかった。雇用は概して良好だっ
た。若い成長産業（例：工場式の靴製造）がとくに活発で，古いリーズのウール産業などもまずまず，鉄・
鋼産業も価格・利潤面はともかく，産出量では良好だった。技術工学関係の諸部門などは，1873年以来
最も良い状況にあった。ブリテンとアイルランドの産物・製造品の輸出額は，価格低落下にもかかわら
ず，２億6350万ポンドの最高値に達していた。巨額の海外投資と資本財輸出とが，手に手を携えて進行
していた。
　1876⊖80年間は不況で，貿易収支は1847⊖48年以来の不調だった。凶作のために，異常なほどの食料輸
入が必要だったし，輸出面ではいくつかの経路がブロックされていた。国際収支全体をとっても，この
５年間の初めの３年間は（おそらく５年間全体でも），赤字だった。財貨・サービスの販売代金と海外
投資からの収入を合わせても，巨額の輸入を賄えなかった。最も甘い見積もりでも，５年間全体に対
して海外投資に振り向けうるネットの余剰資金はなかった。しかし次の５年間（1881⊖85年）に事態は
改善した。平均して１年当たり3,000万ポンドだけ，海外投資に充当できる余剰が生じた。さらに次の
５年間（1886⊖90年）には，平均して１年に5,000万ポンドもの余剰が生じた。最高潮の1890年には，余
剰額は実に8,200万ポンドに達した。これは，あの半ば嘘のような1872年の数値にほぼ匹敵している。
1872年には，炭鉱夫がシャンペンを飲んでいると言われたものだった。1891年から1904年に至る14年間
は，海外投資に向けうる余剰平均値は80年代初期の3,000万ポンドに戻った。
　さて1891年に，海外投資は３分の１以上減少するが，上記平均値よりは高いままだった。ブリテンの
港の荷動きはむしろ活発だった。技術，造船，金属関係の失業率も低かった。外国需要にほぼ無関係の
国内産業（印刷，建築など）も活発だった。原材料価格は下落し始めていたが，食料，とくに小麦価
格の上昇がこれを覆い隠していた。（ここでUKの資本輸出額推移を示すグラフ〔C. K. Hobson, The Export of Capital, 
1914, に依拠：グラフの対象時期は1880⊖1915年〕が示されている。資本輸出額は1880年以降，1890年に向けて大上昇するが，
1902年までは反転減少傾向となり，その後大戦まで劇的な大上昇が再開される様が示されている。）
　1891年に続く困難な３年間（そして景気の底となる1896年に至るまでも），我が国経済の心臓部は注
目すべき強靱さを示した。景気後退期にも拘わらず，労組失業率は80年代の後退期に比べて良好な水準
を保った。こういう時期に最も厳しい状況に置かれるボイラー製造工や鉄造船工の場合でも失業率は
14.3％程度に留まり（1892⊖95年の４年間平均：なお，1884⊖87年には20.3％だった），統計を作成して
いる労組全体の加盟員の92.3％が，1992⊖93年の雇用最悪期でも，ともかくも仕事に就いていた（但し，
必ずしも正規職ではない）。統計は不十分であり，また労働争議で失われた労働日なども勘案する必要
はあるが，総体として雇用問題は非常に深刻というほどではなかった。
　貨幣賃金は1886年以後上昇していたが，91年後は上昇がストップした。産業全体をとれば少し下落し
たと言うべきだろう。生計費は従前と余り変わらず，賃金と生計費との軋轢は軽度だったが，石炭業の
ように賃金のスライディング・スケール制をとっていた産業分野では，賃金下降は自動的に生じ，この
結果，1893年にはティーズ川からセヴァーン川に至る諸地域で，15週間にわたる炭坑ストライキが発生
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した。しかし，それにも拘わらず労組失業率（但し，議論の余地がない失業者の）が，この年の平均値
で7.5％に留まったのは，注目すべきことである。
（90年代初期の海外トラブル）
　労組失業率の相対的な低さに注目すべき理由は他にもある：一時的にではあるが対外投資の重要分野
が次々に魅力を失い，他方で金額の大きな市場が不調になっていたにもかかわらず，という事情がそれ
である。1890⊖91年のアルゼンチン危機の結果，数年間は当地に対して新たな投資が殆ど行われなかった。
1892年には南アで暴動があり，対南ア投資も抑制された。93年にはアメリカで通貨闘争とこれに伴う金
融危機（インドの銀貨鋳造停止と同時）があり，６か月間アメリカ取引が抑制され，ブリテンの輸出者
達に大打撃を与えた。国法銀行158行，州法銀行172行，私立銀行177行が破産した。鉄道建設もほぼ停
止された。これらの半ば破産した鉄道には，ブリテンの資本が多く投下されていた。
　銀行危機はオーストラリアでも生じていた。1886⊖90年間に１億ポンドほどの資金がブリテンから同
国に流入していたのだが，ベアリング恐慌以降，ブリテンの投資家は弱気になった。オーストラリアの
物価は下落し，労働争議が継続し，土地・金融会社や一，二の銀行が1891⊖92年に倒産した。続いて1893
年には，政府業務を行っていたメルボルン連邦銀行（the Federal Bank of Melbourne）が支払いを停止し，
多くの銀行もこれに続いた。なお，金融危機の前後，この国独特の干魃も災いしていた。オーストラリ
アは長期投資対象としての魅力を失っており，ブリテン資本は引き上げられた。
　これらに加えて地中海諸国では金融危機，南米でも政治的トラブルが再来していた。しかし幸いなこ
とに，インドは綿製品と建設財とを，ブリテンから買い続けていた。インドの代金支払いは，この間の
物価下落によって1890年に比べ，10⊖15％ほど減ってはいたが，綿製品はブリテン輸出額の30％を下回
ることが殆どなかったので，このインドの行動がブリテン経済の健康を保った。そのことは雇用面に表
れており，1893年は多くの産業や市場で陰鬱な報告が見られた年だったにも拘わらず，一般失業率はか
なり低くて済んでいる。建築関連業では特にそうだった（大工，建具工の場合，3.1％に留まった）。
　とは言え，1894⊖96年間，景気回復は遅々としていた。アメリカはブリテンから余り購入しなくなっ
たままだった。南半球諸国も，従来はブリテンから建設財を購入していたのだが，それぞれ独自の経済
的暗雲に包まれたままだった。インドも財政赤字で苦しんでいた。（この辺りにAnnual percentage unemployed 
among members of certain trade unionsという折れ線グラフがあるが，題名が曖昧で含意も不明瞭のため，割愛する。）
　国内における公衆の投資額（対国内と対外の両者を含むと見てよい）は1894年にやや活気づいたものの，
大したものではなかった。ロンドン市場の実際資金徴求額は，1888年１億3700万ポンド，1889年１億
6800万ポンドだったものが，1891年には1889年の半分以下，1893年には4,200万ポンドにまで低下して
いたのである。BRも２％に下げられた。一般失業率も，この年はほんの僅か低下しただけだった。
（90年代後期の経済回復：建築業における特別な活況）
　1895⊖99年間は，景気回復の兆しが見られる期間だった。但し，資金徴求額は1888⊖90年水準に遙かに
及ばず，資本輸出額も低位のまま，財貨輸出も1890年水準に戻らないままだった。しかし，実質賃金が
少し上昇し，雇用は着実に改善されつつあった。1899年になると，50万人の労組加盟員の失業率は平均
して２％にすぎず，これは1870年代初期から1915年に至る期間の最低値であった。国外に流出したかも
しれない資源が，国内で雇用され，経済を改善する結果となった。
　対外投資が比較的低水準だった1891⊖1901年間，建設業が活況を呈したのは，今述べた資源シフトの
好例である。1881年と1891年のセンサスによると，この10年間にイングランドとウェールズの建設関連
業従事者（成年と少年）は２％しか増えていない。ところが1891⊖1901年間には35％も増加している。
数にすると，イングランドとウェールズで25万人，スコットランドで３万5000人から４万人の増加であ
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る。この増加が建設業における労働生産性の低下によるものでないことも，まず間違いない。
　雇用に関する数値が，上記10年間の建設業の活況を証明している。この産業には毎年２万5000人から
３万人ほどの新規労働人口が参入したが，ディケードのどの年をとっても，大工・建具工の平均失業率
が4.4％を超えたことはなかった。同じ数値は，1886年には8.2％だったし，1909年には11.7％にもなる
のである。
　大工達にとって，90年代で最も好ましくない年は1895年だった。その後は彼らのみならず，賃金労働
者の大部分にとっても，雇用が異常なほど良好な数年がやってきた。国内景況は着実に好転しつつあり，
特に建築業とその関連産業，技術関連産業が好調だった。この時期，インドの飢饉，アフリカへの侵略，
アメリカのブリテンからの購買減退など，攪乱要因もあったが，雇用の大改善を妨げなかった。BOEも
長く維持してきた２％のBRを1896年後半に漸く引き上げた。その後30年間以上，BOEが２％ BRを宣告
したことはないと言っても過言ではない（1897年に小さな例外はある）。
　1897⊖98年は，上記の好転にも拘わらず，外国取引がそれに続かなかった。しかし，国内では技術部
門が大盛況で，鉄・鋼業界も1898年はほぼブームと言ってよかった。基礎で支えていたのは造船業で，
年当たり90万トンを建造していた。その中には外国船の受注も相当含まれていた。技術産業・造船業の
活況は，純経済的需要だけではなく，軍事需要にも支えられていた。我が国は艦隊の現状に不満で，そ
れを再構築しつつあった。軍需の場合，機械，銃，装甲板など，関連諸部門にも需要が波及していた。
これらの結果，ボイラー製造労働者，技術関連労働者，大工・建具工などの労組加盟者の失業率は，実
に0.9％から2.1％までの低水準になっていた。
　1898年は，それでもまだ零細産業や衰退気味の産業では景況が冴えなかったが，99年になるとその傾
向も消失した。石炭，金属価格は急騰し，輸入羊毛価格も同様だった。ブラッドフォードは，1899年に
なると，アメリカが買わなくともやっていけるのが分かって上機嫌だった。同年は，市の歴史でも最も
繁栄した年の一つとなった。綿産業も最近20年間で最高の利潤をあげていた。石炭は大繁栄，鉄鋼は例
外的な大繁栄であった。貨幣賃金も実質賃金も少し上昇したが，その程度は軽微だった。南ア戦争も，
それ自体は長期化し，深刻であったが，経済への影響は甚大ではなかった。
（外国との競争と国際収支：アメリカ，ドイツ，フランス，日本）
　UKの輸出額は，1899年になって漸く1890年水準に戻った。輸入超過額は常に増え続け，90年代には
それが加速した。80年代後期にあのように増大した対外投資からの収入（以下，対外投資収入）は，当初
停滞的で，96年からは少しだけ増加した。誰もが国際的な場での新たな競争者を意識しており，そこか
ら対外取引収支への心配も生じていた。但し，その心配はしばしば無知に基づいていた。90年代前後の
海外投資収入の状況を見ると，1889⊖90年は収入の９―10を海外に再投資していたが，1894⊖99年間は
１
―
４（1898
年単独では１―６）ほどしか再投資していない。90年代後半は，海外投資収入が国内に振り向けられたのだっ
た（ちなみに，それは国内で有利に運用できる部面に投じられて，良い結果を生んだのである）。結果
として，海外への新投資資金は切り詰められたのだが，この傾向が永久的なものでない限り，重要では
ない。
　国際収支の不調を批判的に見る人は，大体，輸出だけに注意を集中しすぎる傾向があるが，こういう
人々は資本輸出が盛んな時期には，我が国が，支払いを拒否する政府や破産に追い込まれる企業などに，
大々的に富を与えてきたという事実を無視している。1890⊖97年間の海外投資収入の停滞は，この種の
多額の無駄遣いを示唆している。90年代後期の輸入超過増大は，一部はこれら投資の一部が漸く採算が
合うようになったことに起因している。ブリテンの取引動向を概観すると，大量の対外投資とこれに伴
う大量の輸出は，大きな波を打って来た。国内の景況が満足すべきものならば，焦らずに次の波を待っ
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てもよい。
　もっとも，ブリテンの輸出と投資とのリズミカルな波動が永続しない可能性はある。経済上の国際的
力関係は変化しており，将来もブリテンの商品が需められる保証はない。
　実際に70年代以降，経済上の国際的力関係は変化してきており，それへの対内的・対外的調整が必要
となっている。その中でブリテンが保守的で調整が遅いということは共通の認識であり，アメリカ人は
将来予測の際，常にそれを念頭に置いていた。
　アメリカでは，80年代にフロンティアが消滅して行くにつれて，産業史の新しい時期を迎えた。それ
は集約的な天然資源開発，従来無かったような諸産業の確立による製造業設備の完成，原材料輸出・資
本輸入への依存を減らすこと，アメリカ製品輸出の増大とアメリカからの大規模な資本輸出の開始，な
どを内容としている。最後の点について言えば，新世紀初頭までには，アメリカは１億ドルの対欧貸付（中
央政府債，市債）を，初めて行うようになっていた。また，90年代にはヨーロッパで保有されていたア
メリカ債（鉄道証券が中心）を買い戻していた。
　原初的産業における生産量では，アメリカはUKをすばやく，簡単に追い抜いていた。1890年までには，
UKより100万トン以上多い銑鉄を生産していたし，1894⊖95年までには，石炭生産額でも追い抜いていた。
鋼の生産では1880⊖99年間に８倍増を達成し，1899年にはUK生産量を大幅に凌駕していた。1899⊖1900
年には，綿においてすらアメリカの消費量はUKを超えていた。亜麻産業については近代化が遅れてい
たが，絹についてはすでに世紀末にフランスの消費量をさえ，上回っていた。ブリテン（とくにブラッ
ドフォードやハッダースフィールド）にとって直接的に重要なのは，世紀末にはアメリカが完全に効率
的な梳毛生産（羊毛）を確立し，これによって男性の軽い上着生地用や女性のドレス用にも対応できる
ようになっていたことである。先立つ約20年間の関税，女性ファッションのあり方，室内暖房方式の変
化などにも助けられていた。
　ブリテンからの輸入を防ぐ目的で産業を創出した顕著な例は，錫板製造業だろう。1889年にはアメリ
カは32万7000トンの錫板をウェールズから輸入していた。1891年までは同国には商業的規模の錫板生産
は全くなかった。しかし，1899年にはウェールズからの輸入はわずか６万4000トンに減っていた。この
間にアメリカの錫板生産が急増し，1898⊖99年にはアメリカ国内生産量はブリテンからの輸入量の７倍
以上になっていた。マッキンリー関税が大きな役割を果たした。1899年後は，輸入量の減少はストップ
した。そこで限度に達したのは，主としてブリテン製品の良質性によるが，安価だからという場合もあっ
た。
　アメリカの新しい機械類輸出は，90年代の遙か以前から，ブリテンの産業上の発展やその速度に影響
を与えてきた。ミシンのように影響力が支配的な場合もあった。しかし，90年代以前は，アメリカの対
ブリテン向け輸出額はごく少なかった。80年代を通じて，アメリカ工業製品の対全世界輸出年平均額は，
2,800万ポンドにすぎず，同じ時期のブリテンによる綿輸出額だけでも，その２倍以上はあった。しか
るに，1899年になると，アメリカ工業製品輸出額は1891⊖95年間の年平均値の２倍，7,100万ポンド（翌
年は9,000万ポンド）に達していた。同年のブリテンによる工業製品輸出額は1891年の額とほとんど変
わらず，２億1400万ポンドのままだった。アメリカの急成長は1897⊖98年にブリテンで大いに議論され
たが，好況期だったので誰もとくに問題としなかった。しかし，『エコノミスト』誌は，1898年を回顧
した際に，景況がまた悪化した時にはアメリカとの競争が多くの市場で不快なものとなる可能性を指摘
した。
　アメリカが強力な輸出者として世界に登場してきたことは，多くのイギリス人には驚きだったが，ド
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イツに関してはそうではなかった。英独両国で，ドイツの成長が議論されていた。同国の都市化と産業
化は急速で，UK同様，貿易収支は逆調だった。ドイツの経済学者達は，外国投資を行っている豊かな
商工業国家が輸入超過になるのは正常で健全なことだ，と説明した。ドイツの世界貿易における地位
は，1880年以降，根本的には変わっていなかった（但し，1895年以降は輸出が急成長）。英独両国とも，
1881⊖95年の15年間，工業製品の輸出額は，物価低落のためにほぼ停滞的だった。UKは２億ポンド水準
をめぐって激しく変動しており，これは対外投資の変動に関連していた。ドイツの場合，変動は少なく，
１億ポンド水準を前後していた。対外投資も少なかった。1895年以降の４年間，ドイツは工業製品輸出
額が１億3600万ポンドに急上昇したが，ブリテンのそれは２億1400万ポンドへと微増に留まり，外国投
資も活発さを回復することがなかった。
　ドイツの競争力が新聞紙上などで話題になったのは，統計数値によるよりは，日々ドイツ製品がブリ
テンで浸透し，その大部分の品質が健全で，若干のものが非常に優れていることが次第に認識されたた
めである。80年代には made in Germany は，無知に基づく軽蔑含みの言葉として用いられたが，90年代
後期になると警戒の言葉になっていた。
　同じ問題について，フランスの位置はドイツとほぼ同様だった。15年間（おそらく上記の1881⊖95年間），
工業製品輸出額のカーヴはかなり平坦で，その後の４年間はUKよりも急成長した。しかし，ドイツと違っ
て，あまり話題にならなかった。同国の輸出品は古くからおなじみだったからである。また，特殊な製
品が多く，他方，素朴で安価な製品は同国の熱帯地方の植民地への輸出が主だった。おまけに，同国は
まだ大規模な資本財輸出国ではなかった。
　1896年に，J. チェンバレンの指示で，帝国内における外国との競争状態に関する調査が行われた。調
査結果（The Trade of the British Empire and Foreign Competition）はブリテンを勇気づけるほどのもので
もないし，とくに警戒心を高めさせるほどのものでもなかった。インドを除けば，競争関係にある輸入
品のうち，植民地が外国から輸入しているのは，1884年には26％，1895年には32％だった。注意すべきは，
植民地がかつてはロンドン経由で輸入していた品物が，今や直接輸入の形をとっている場合があること
だった。これはロンドン商人の利益削減を意味していた。いっそう重要なのは，帝国内の特定商品市場で，
外国の競争力が増していたことである。西インドおよびカナダでは，まさに様々な品目のアメリカ製品
の輸入が増えていた。ケープ（the Cape）ではアメリカ製の四輪馬車や荷馬車，オーストラリアではア
メリカの諸道具や軽機械，ニュージーランドでは米・独の楽器が独占状態に近く輸入されていた。どこ
でも，いくつかのアメリカ製の機械と道具を別とすれば，ブリテン製品がベストと言われていたが，安
価な品物の流入も，いたる所であった。オーストラリアや香港では，今や下着，洗濯ソーダ，服ブラシ，
紙，セメントなど多岐に亘る日本の安価商品が流入していた。香港の担当係官達は，日本の競争力は今
はとるに足らないが，将来は脅威になると，正しくも述べていたが，遠いロンドンに居るチェンバレン
の関心事とはならなかった。
（南ア戦争中および戦後の経済状況）
　1899⊖1902年の南ア戦争は，ブリテンの経済生活を狂わせるほどではなかったが，国民エネルギーの
幾分かを脇に逸らせた。資本輸出は非常に低下した。人の輸出（ネットの対外移住人数）は，おそらく
予期に反して，1900⊖01年の２年間にやや増加した。但し，先立つ1893⊖99年間，その数は年平均僅か
５万3000人になっていた。この間，世界的な価格低落期で，外の世界は吸引力を失っていたのだ。他方，
価格が上昇し始め取引が活発になると，ブリテンで雇用機会が増えた。1899年には合同技術工組合，大
工組合の失業率は２％以下だった。戦争が終わり，南アが再び移民に門戸を開き，世界経済が活気を取
り戻すと，海外移民は急増し，ブーム期の1907年には23万5000人のピークに達した。このうち，21万
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8000人（うち４/ ５以上がブリティッシュ）が，USとカナダに行った。
　1901年は，世界的に物価がやや低落した。先進工業国では，工業製品輸出額が減少した。物価は1905
年まで01年水準のままだった。ブリテンも1904年まで，工業製品輸出額が停滞的だった。この時期（と
くに1903⊖05年間）に，我が国では帝国（をいかに運営していくかという）政策と通商政策について，本格
的な議論が行われたのである（1903年に，当時，植民地大臣であったJ. チェンバレンが，外国商品には報復関税をか
け，大英帝国内の関税は安くするべしと提案したことが，きっかけとなった）。19世紀最後で最大の帝国戦争の後で，
かつ景況の不調がそれに続いた状況では，仮に強力な政治家の関与がなくても，議論が生じて不思議は
なかった。
　半世紀ほども自由貿易でやってきた社会が，長期計画を根本的に変える場合には，反対は不可避的に
生じてくる。関税改革については，いくつかの産業は期待したし，商人たちの或るグループや安価な工
業品もしくは半工業品を日常利用している者たちは，不安を抱いた。景況は，1902年はまずまず，1903
年は不満足という調子だったが，1904年にかなり悪化した。56万7000人の労組員のうち月平均値で６％
もが失業していた。結果として賃金も若干下がった。20年ほど前の1884年（深刻な不況時）には，R. 
チャーチルが「我が国の鉄産業は完全に死んだ，絹産業も外国人に暗殺された，綿も重病だ」などと激
越な言葉で危機感をあおっていた。今回は，そこまでのことはなかったが，陰鬱で熱のこもった演説を
生むだけの材料はあったし，不安を正当化できる要因もあった。鉄の価格は下がっていたし，綿も少し
病気気味だった。ところが1904年の終わりごろになって，輸出一般に増加の兆しが見えた。1900⊖03年
の輸出総額は，年平均で２億8635万ポンドだったが，04年には３億0070万ポンドとなった。これが07年
には４億2600万ポンドにまで上昇する。すでに1903⊖04年には，資本輸出も01⊖02年の底から，多少上向
きに転じていた。これに伴い，財貨輸出も増え始めた。我が国は，実際，最後で最大の資本輸出を開始
していたのだ。07年だけでも，30万トンの船を外国人のために建造し，その他に23万トンの旧造船を売っ
た。13年には，輸出された船は総計70万9000トンに達していた。これら艦隊の輸出総体ですら，資本勘
定（capital account）の一項目に過ぎなかった。
（「アメリカの侵略」）
　世紀の初めに，アメリカがはじめて欧州諸政府に金融援助を行ったことは先に述べた。それまでも長
年の間，アメリカの短期資金がイングランドで用いられたり，アメリカ市民がブリテンあるいは欧州の
証券を保有したり，またブリテン保有のアメリカ政府・鉄道証券を買い戻したりしていた。しかし，そ
れらはすべて大規模ではなかった。アメリカからの機械輸入も，農機やミシン，タイプライターを別と
すれば，絶えず増大しているほどではなかった。アメリカはまだ債務国だったし，財貨に関しても，食
料や原材料あるいは半製品の輸出国でしかなかった。この事情は，基本的にはもう15年ほど続く。しか
し，すでにアメリカは，自国の製造力，組織力，金融力の余剰のはけ口を，米大陸だけでなくブリテン
においても求めつつあった。そこで「アメリカの侵略」という言葉を使用する論者も出てきた。
　この言葉は別段新しくもなく，内容的にも半世紀も前から指摘があった。さてブリテンが南ア戦争か
ら漸く抜け出した時，アメリカはすでに全世界に鉄と鋼を供給できるようになっていた。1901年にはア
メリカはドイツの２倍，ブリテンのほぼ３倍の鋼を生産していた。1899年までには，USの対UK鉄・鋼
製品（機械を含む）輸出額は1890年の50万ポンドから400万ポンドに増大していた。このうち，タイプ
ライターが重要な新項目となっている。しかし1903年までは，ブリテンの新聞も公衆も，これらの結局
は些末な数値に殆ど注意を払わなかった。それ以前の当該議論といえば，タイプライター，アメリカ靴，
時計などに関するもの，あるいはロンドン地下鉄の電気牽引に対する諸提案，J. P. モルガンを大西洋の
王者とした国際商業海運会社（the International Mercantile Marine Company, 1902年：IMMC）の創設に関
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するもの，などにすぎなかった。なお，アメリカ・タバコ会社（the American Tobacco Company：ATC）
と帝国タバコ会社（the Imperial Tobacco Company：ITC， 大ブリテンとアイルランドにまたがる）との闘
争も，両会社名の大仰な響きも作用して，大々的かつ面白おかしく取り上げられた。
　アメリカの侵略は，世界経済史の転換点を刻する事柄なので，英米双方で喧伝された。ただ，宣
伝見出しには，耳障りなものが多かった。例えば，1902年にUS造船社（the United States Shipbuilding 
Company）の社長は「我が社はすぐにヨーロッパに新船を輸出する」と述べていたが，その言は実現せ
ず，翌年，会社は不適切経営と詐欺の疑いで告発された。上述のIMMCは金融的に不成功で，10年経っ
ても普通配当はもちろん優先配当すら支払わなかった。ATCはITCと，世界市場シェアベースで合意を
締結した。他方で，アメリカは熱狂的な産業活動の局面に入り，鉄鋼を外部世界に供給するだけの余裕
もなくなり，逆に時としてその購入者に回ることもあった。また，アメリカの新しい機械が輸入されて
も，やがてブリテンで製造されるというおなじみの過程も繰り返された。
　1904年は，雇用はまずまずだったが経済活動全体は水準以下で，年末頃には観取できた景気回復の兆
候も，顕著なものではなかった。この年２月に始まった日露戦争は，ブリテンのような体質の経済には
影響が大きく，景気回復を妨げた。しかし他方では貯蓄の進展が，回復への道を整えていた。戦争のた
めの国債発行は終わっており，減債がすでに1904年に始まっていた。BRも1899年12月の「ブラック・
ウィーク」時の６％を別とすれば，ボーア戦争期を通じてさほど高くはなく，その後も趨勢的には下降
気味で，1905年初には2.5％にまで下落し，７か月間そのままだった。この低水準は７年ぶりである。
（一般的経済活動：アメリカ，ブリテン，ドイツ：対外投資の復活）
　この低金利は，1905年８月に日露間で和平条約が結ばれる以前に終わっていた。世界景気の回復傾向
はすでに明瞭になっていたが，和平の結果，ブリテンが景気回復に参与するための障害が，最終的に取
り除かれた。USも経済活発化の最大の原動力だった。米西戦争の結果，USはカリブ海の諸土地と太平
洋において大きな経済機会を獲得した。
　USは電気時代のパイオニアだった。自動車運送は始まっていたが，まだ鉄道を脅かすほどではなく，
鉄道の拡張と更新とが鋼産業を多忙にしていた。鋼を枠組みとする建築技術が，旧来の煉瓦や木製に代
位しつつあった。サンフランシスコも，大地震（1903年）後，弾力性のある鋼で再建された。またUSは，
石油輸送のための鋼製パイプラインの使用法に関し，世界の石油産業と石油金融に範（しばしば誤った
範）を示した。穀物，綿，缶詰牛肉，豚肉製品，タバコ，木材，石油，あるいはその他の原材料や部分
的加工品の輸出額総計は輸入，輸送サービス，旅行費用などに必要な金額を賄い，なお巨額であった債
務への利子をも支払っていた。諸産業の発展に支えられた同国の農産物輸出は，人口増加を遙かに上回っ
ており，その結果，これまでにないほど，あらゆるタイプ，あらゆる民族の移入民を吸引していた。19
世紀後期の沈滞期には，年当たりの移入民は22万9000人（1898年）という（アメリカ的には）低水準に
なっていたが，そこからは1902年64万8000人，1905年102万6000人，ピーク時の1907年には128万5000人
という，ほぼ一方向的な増加ぶりであった。この結果，1905⊖07年の３年間に341万2000人が流入し，こ
れは1820⊖70年（50年間）の流入人数のほぼ半分に匹敵した。
　USの南では，ブラジルとアルゼンチンが移民を，またメキシコは資本を，吸収していた。カナダは
移民を吸収してはいたが，自身も強力な産業を擁し，関税が高く，USとの関係も緊密なので，欧州の
資本財や加工品にとっては，上記３国ほど接近が容易ではなかった。
　南アと南洋州も南北アメリカとほぼ同様に活発だった。羊毛価格は1902年から07年にかけて着実に上
昇した。小麦は1904年以降，収穫量良好で，価格も羊毛ほどではなかったが，先立つ諸年よりは上向い
ていた。その結果，1901⊖11年のディケードに，同国の小麦地帯は50％ほど増加した。南洋州の鉄道建
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設も着実に進展し，それに必要な資本は大部分ロンドンで調達された。肉の輸出も増加し，移入民も増
えた。これに伴い，オーストラリアの街も増えた。
　南アでは，1904年にはランドの産金量が1898年水準まで回復し，1908年までにはほぼその２倍になっ
ていた。戦後の復興・更新事業の結果，南アは優良な一般市場となっていた。また，その新産金は購買
と借入とを容易にしていた。
　アジアでは，日本が戦争で欧州列国の一つに勝って（これは世界にとって，どんな経済指標の動向よ
りも大きな意味をもつことになったのだが），軍備と産業設備を増強すべく，他の欧州諸国やその分家
諸国（アメリカやオーストラリア）から財貨を購入したり借入をしたりしていた。オーストラリア羊毛
市場で日本のバイヤーが初めて重要になったのは，日本の軍服需要だった。インドは，鉄道と灌漑用水
の改善によって，1899⊖1908年間の飢饉を切り抜け，1904⊖05年間はUKに，その小麦輸入量の５分の１
を供給していた。インドの南では，ゴム農園という新たな事業が，資本と設備をマレーや蘭領東インド
（the Dutch Indies：Dutch East Indiesの略だろう）に引き寄せていた。
　欧州におけるブリテンの主要な競争者であるドイツは，アメリカ同様，ブリテンの南ア戦争への没頭
によって，また自らの勤勉さと精力によって，利益を得ていた。農業保護関税は生活費を押し上げてい
たが，他方では産業保護関税が諸産業を活性化し，自国の雇用を高めていた。対外移民はとるに足らな
いほどになっていた。逆に，近隣の国（とくに当時のロシア領・オーストリア領ポーランド）から，大
量の季節労働者と若干の永住労働者を吸引していた。先立つ20年間（基準年は明示されていない），ドイツ
商工業の発展がブリテンよりも顕著であったことは，ほぼ間違いない。ドイツの政治家，実業家，経済
学者達ばかりでなく，ブリテンの大部分の真面目で有能な観察者達も，この点では同意見だった。
　ドイツが対外移民なしで経済を発展させたことは，注目に値する。1901⊖10年間，人口はこれまでに
ないほど自然増が多く（出生率の上昇ではなく死亡率の低下による），しかも対外移民（とくに対アメ
リカ大陸）への制限・障害などはなかったのに対外流出は僅少だった。この間，ドイツの庶民にとって，
農業保護や社会保険のゆえに，生活の快適さや安全性が急速に高まったことが原因ではないか。他方，
ブリテンの対外移民は非常に多かったが，これはブリテン経済がドイツより不調であったためではない
だろう。現に，ブリテンの失業が減るにつれて，対外移民は増えているのである。1906⊖07年には，短
期間ながら失業が最低値で移民は最大値となっている。この時期のブリテンの対外移民は，ブリテンで
のかなり良い生活以上のものを求めてアメリカに渡ったのだ。
　ともかく1905年頃，USは移民を受け入れ，ブリテンは移民を送り出し，ドイツは対外移民なしで，
それぞれ繁栄していたことはたしかである。ブリテンの帝国上の繋がりや蓄積された購買力，あるいは
成熟した商業・金融上の経験などは，この時期の経済力に関し，少なくとも米・独と同等のレベルを保
証していた。もっとも，今や幾つかの技術的な点において，ブリテンは彼らに劣っているところがあった。
しかし，古典派経済学の説いた貿易理論に自動的に従って，ブリテンは自らが最も容易に生産できるも
のをライヴァル国の特産品と交換していた。チェンバレンの経済帝国主義への批判者達は直ちに，1904
⊖07年間については，貿易と投資の拡大は帝国の他の諸地域とではなく，外国との間でなされた，と指
摘した。UKの属領に託送された生産物・加工品の総額は1904年１億1200万ポンド，1907年１億3800万
ポンド（23％増）だったが，外国への託送額は1904年１億8500万ポンド，1907年２億8800万ポンド（53％
増：56％では？）だった。1905年に政権についた自由貿易主義者達は，非常に満足していた。彼らは常に，
一国の繁栄は必ずしも他国の逆境をもたらすものではない，と述べていた。例えばドイツに対して，有
限の石炭や，綿糸・羊毛トップ（wool tops：毛糸に紡ぐまでに用意されたスライヴァー）のような半製品を輸
出していて良いのか，という批判に対しても，彼らは，綿や羊毛の完成製品を他の地域に売っているし，
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石炭の輸出は造船と海運に関する優越的地位の維持に役立っている：どの調査によっても石炭埋蔵量の
見通しは暗くない，と答えていた。
　1905⊖07年の繁栄期の背後には，新船の大量建造があった。それまでは単年でネット100万トンの商船
が進水したことはなかったが，この３年間は，毎年100万トン以上（1906年は実に114万9000トン）が進
水していた。その中には一部，更新建造もあった。また，新船建造と並んで，ブリテン所有旧式船の外
国人への大量販売もあった。しかし，1908年には，UK籍のネット船舶トン数は1904年に比べ，100万ト
ン増えていたのである。この未曾有の造船活動は，全ての重要な業種と鉄道の繁栄を意味していた。古
くて，新興国との競争が厳しい綿産業でも，1907年の輸出量は1901⊖03年の平均値に比べて50％も増え
ていた（但し，この増加には原綿価格高騰が，かなり寄与）。
　同じ期間，輸出価額の一般的増加は50％弱で，機械，石炭，鋼は，これよりかなり高率だった。重要
な産業では全て，一般的増加率を大幅に下回ってはいなかった。亜麻やジュートでさえ，44％の増加率
を示し，1906年末，業界は過去１世代間の低価額から脱出できた，と喜んでいた。
　活況の根が海外にあることは，当時十分に認識されていた。したがって，国内需要に依存する産業で
は景況への不満が生じていた。羊毛製品，カーペットなどがそうだが，いっそう重要なのは建築業だろ
う。1905年には全国の労組加盟員平均失業率が５％だったのに対して，大工達のそれは８％，1907年の
対応数値はそれぞれ3.7％と7.3％だった。
　海外に投資された金額のほんの一部が国内に投じられていただけで，建築業のやや高い失業率が一掃
されていただろう，と思われるほど，この時期の海外投資は巨額だった。1901⊖03年と1907年との間の
50％という輸出価額の成長は，本質的には対外投資の成長だった。すでに1906年には，先立つ40年間に
おける海外投資額の二つのピーク年（1872年と1890年）を抜き去っていた。1907年にはその額は１億
4100万ポンドになっていて，1890年に比べ75％だけ増加していた。その後やや停滞はしたものの，1912
年には実に２億2600万ポンドに達していた。ブリテンは海外のあらゆる政府と企業に対する債権を，そ
れまでにない速さで，蓄積していた。もちろん，或る程度はリスクも勘案され，それに応じて利子や配
当を高く設定するようなことはなされたが，誰も，有力な政府の支払い拒否や幹線鉄道の破産などによっ
て，対外投資が実質上の贈与に転嫁する可能性など，想定すらしていなかった。
　1905年に国内および海外向けの投資のためにロンドンで実際に調達された金額（１億4400万ポンド）
は，1888⊖89年のブーム時以来の年最高額だった。余剰資金は吸収され，BOEもそれまでの2.5％を放棄し，
翌年10月には，BRは５％（1900⊖01年の冬以来の高値），引き続いて６％（ボーア戦争のブラック・ウィー
ク以来の高値）に引き上げられた。この頃，ウォール街（WS）の暗雲が伝えられ始めた。WSは，数か
月前から株式取引に必要な資金を，融通手形やアメリカ証券を担保に，大量にロンドンで調達していた。
９月にはロンドンは500万ポンドの金（きん）をNYに送った。このためにBOEの金準備は通常時の3,000
万ポンドから1,900万ポンドに減っていた。年末頃は，BR ７％の怖れもあったがフランス銀行の助力も
あって，1907年は，ともかくBR ６％で幕開けとなった。
（潮の変化：1907年のアメリカ恐慌：ブリテン経済には器質性疾患なし）
　1907年は，後で振り返れば主要産業（綿，羊毛，石炭，鉄，技術工学，造船，鉄道など）の景況は悪
くはなかった。しかし，年末のだいぶ前から，潮の流れが変わったことには，誰もが気づいていた。造
船の注文量は先立つ10年間の最低に落ち込み，一般的失業率も深刻ではなかったが８月以来，上昇して
いた。前年後半来の国際的沈滞も回復されず，日本は年初から，泡沫会社の崩壊，あらゆる有価証券価
額の大幅下落に見舞われていた。地中海方面からもトラブルが報じられ，３月初めにはNYで株価が暴
落した。８月にはUSスティール社が鋼需要の25％減少を報じた。同時に近代世界のもう一つの指標金
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属たる銅の需要が激減した。７月６日にはロンドンの銅価格は￡104.5s.だったが，10月には￡60もしく
はそれ以下に下がることになる。WSに対する欧州の貸し手は，夏には慎重になっていた。パニックと
恐慌のお膳立てが揃った。1873年，1893年と同じ舞台装置（1933年にも同じ舞台が設定される）が整え
られたのだ。
　イギリス人は冷静だったが，ドイツ人，オランダ人は落ち着かなかった。ドイツの銀行は産業と深く
関連していたし，アムステルダム株式取引所は，非常に国際情勢に敏感だった。10月17日に，１世紀に
亘る歴史を誇るハンブルグの大手私立銀行ハラー＝ゼーレ商会（Haller, Soehle and Co.）が窮地に陥った。
ハンブルグでは，このようなショックは1857年以来のことだった。同日，銅投機にはまり込んでいた
NYのマーカンタイル・ナショナル銀行（the Mercantile National Bank）がトラブル渦中であるというニュー
スが届いた。
　10月22日に究極のパニックが始まった。当時アメリカでは実質上の預金資金を投資に振り向ける信託
会社（trust companies）が隆盛だったが，そのうちの一つ，NYのニッカーボッカー（Knickerbocker）信
託会社に取付が生じた。取付はすぐに広まった。アメリカには中央銀行も，真の支店銀行制もなく，そ
の代わりにほぼ１万6000の国法銀行と州法銀行，および3,000の多種多様な銀行的機関があった。信託
会社もしくは銀行から引き出されたお金は地下室に保蔵されたり，宝石や不動産権利証書と同様，保管
金庫会社に預けられたりした。貨幣飢饉が生じた。トラブルはNYから外部にまで広がり，緊急銀行休
日が宣言されざるを得なかった。事態沈静化のために，政府の救済基金が利用可能とされ，金があらゆ
るところ（とくにロンドン）で探し求められた。
　10月末日にBOEのBRが5.5％に，そして１週間後には異常値と言われる７％に引き上げられた。７％
は1873年以来のことである。BOEの金属準備はその前の１週間で300万ポンド，９月25日からでは1,000
万ポンドだけ減少していたのである。ちなみにアメリカにおける現金退蔵は，「殆ど理解不能」（Economist, 
Nov.16, 1907）と言われるほど大量だったので，この防御措置は，その限り妥当と言えよう。全ての欧
州中央銀行が公定歩合を引き上げていた（ベルリン7.5％，ブリュッセル６％，アムステルダム５％弱，
パリ４％弱へ）。アメリカでは危機の後遺症がまだ克服されていなかった。現金不足のため，鉄道施設
が削られ，秋の農産物収穫のための金融がうまく行かず，工場や鉱山はピッツバーグ他，あちこちで閉
鎖されていた。NYの外では，銀行の支払い停止や企業の破産が12月まで続いた。危機は早く過ぎ去っ
たとは言え，ロンドン人には非常に荒々しくも悩ましい時期であった。
　７％のBRは鮮やかに，かつかなり素早くその任務を果たした。金準備は急速に蓄積され，年末には
利下げができた。1908年３月までには３％，５月までには2.5％が達成された。ドイツは結局，それ以
上の大きな崩壊なしで切り抜けた。アメリカは生産力を多少損ない，回復しようとしていたが，翌年の
大統領選挙のために，経済活動は宙ぶらりんになる可能性が取りざたされていた。18世紀式のアメリカ
政治機構が激しく揺れ動く間，世界は待たねばならなかった。これはブリテンにとっては不当に厳しい
ことだった。というのもブリテンは1907年には危機もパニックもなく，産業上の崩壊も全くなく，多少
の縮小があっただけだったからだ。破産も1902年以来では最も少なかった。冒険へのためらいや産業上
の縮小は1908年の３％，2.5％というBRに反映されている。2.5％はほぼ８か月間維持された。
　ブリテンの経済に器質的な病がなかったことは，この低金利への健全な反応に示された。1908年には
前年よりも投資が増え，ロンドン貨幣市場では多くの資本が払い込まれた。ブリテンは以前ほどアメリ
カ経済に依存することがなくなっており，南アメリカ，インド，植民地，日本などの政府・鉄道・地方
自治体に貸し付けていた。1908⊖09年には資本輸出の推計額に多少の縮小が生じたが，これは一部，こ
の推計が部分的に依拠している財貨輸出額が，1907年の世界卸売物価の下落によって，貨幣表示上縮小
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していることを反映している。1908年には財貨輸出額も縮小したが，これも財貨量よりは価値面での縮
小によるところが大である。同様の現象は1910年まで続いた。
　1908⊖09年のブリテン経済は基本的には健康だったが，造船など構築産業（造船，技術工学，金属業など）
では，かなり需要が減衰し，これら産業の労組失業率は1909年には13％（20年来の高値）に達した。ボ
イラー製造工の場合は，実に21.4％にもなっていた。この結果，石炭需要は減り，鉱山，技術工学，綿
産業では，賃金下落とストライキが生じた。賃金下落は軽度だったが，失業率上昇やストライキと相俟っ
て，深刻な経済の病があるという印象を生んでいた。他方，卸売物価は1908年を通じて世界的に下落し
ていたが，消費者物価は僅かながら上昇していたので，広範な不満や多少の現実的困難を生み出してい
た。
　全国的にまんべんなく分布している建築業は，その性格上，非熟練・半熟練労働者に大いに依存して
おり，かつ仕事への需要が間歇的なので，需要の低調な時期にはトラブルが多かった。全国に散らばる
その建築業を通じて，上記の不満や困難は全国的に広がっていた。1904⊖07年の貿易拡大期に，建築業
は停滞していた。今や停滞はより深刻であった。大工・建具工の失業率は1908年11.6％，1909年11.7％だっ
た。この数値は1870年代以来では最悪だった。造船も，家の建築同様，沈滞していた。
（1909年からの景況および対外投資回復：1912−14年の大活況）
　しかし1909年は，僅かながら卸売価格が上昇し，輸出も継続的に満足すべき状況にあり，内外投資も
増加するという年となった。これは我が国がいかにうまく1907⊖08年の世界的悪天候から抜け出したか
を示している。もっとも，上記のように構築産業の失業率は非常に高かったが，これもこの年の終わり
頃数か月には改善され，年全体としては全産業で失業率は低下した。1910年２月までには，一般的経済
活動水準は1907年の水準に近づきつつあった。1909年秋にはBOEも2.5％のBRを放棄し，その後20年以
上，この率を宣告することはなかった。1909年には，公衆の投資（public investmentだが，前後の文脈から，公
共投資ではないだろう）のために現実に徴求された貨幣額（The money actually called up）は，あの熱狂的
な1889年よりも多額になった。　
　その1909年の貨幣徴求額も上限とはならず，1910年には1889年の額を遙かに超えた。そのうちの外国
投資額は1907年よりも多く，1889年よりも（また，それ以前のどの年よりも）遙かに多かった。ロンド
ンで政府と企業のために需められた貨幣額は，1914年までは1910年を超えなかったが，資本輸出額の方
は，高みから高みへと昇っていった。海外での需要が根強く，国内でも経済活動は最高に活発だったの
で，1912年からの５％ BRが，1907年以降では最も長期間続いたのも，驚くに当たらない。
　1911⊖12年の２年間に，1890⊖1901年間の総計以上の資本が輸出された。そして1911年，1912年ともに，
70年代，80年代のピーク額を遙かに上回っていた。これらから生ずる巨額の債権は，戦時中にブリテン
が諸国に支払うべき金額に充当されてなお余りがあった。もっとも，債権の中には支払われなかったも
のもあった。
　1913年には，内外の政治的緊張，全面戦争の接近，バルカンやトリポリでの戦争，国内賃金の物価に
対する後れ，労使紛争，女性の選挙権要求，などの諸問題があったが，にも拘わらず年末に至るまで，
経済は元気に脈打っていた。その後，ほんの少しだけ失速したので，BOEはBRを３％まで引き下げた
（1914年春）。この３％は７月まで維持された。同時に労組加盟員の失業がやや拡大していた。1910年以
来の３年間，雇用状態は，いくつかの大規模労組で労使紛争があったにも拘わらず，異常なほどに良好
だった。1913年の月ごとの失業率中間値は2.1％，４月の値は1.7％（４月値は史上２，３度しかない良好
数値）だった。しかし1914年７月には，この数値が2.8％に上がった。それでも先立つディケードの７
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月平均値よりは十分に低かった。８月には（対独）戦争が始まった。
　古くからの産業（例えば羊毛）は全て，1910⊖14年の活況に参加していた。自動車のような新産業も
顔を出していたが，ブリテンが依拠していたのは，古くからのお気に入り産業だった。構築産業（建設，
造船など）は，この活況の最終参加者だった。1910年にはまだ遅れていたが，農業の世界的豊作などに
支えられて，造船と旧船の販売が増えてきた。1911⊖13年は造船大繁栄期となり，1913年にはネット・ベー
スで120万トンという絶対的最高値に達した。新船22万5000トン，旧船44万8000トンが外国販売された
のはこの年である。1910⊖11年には，ブリテンがもはやご用済としていた25万6000トンの帆船が外国人
に売られていた。外国の人々は，まだこれを運行することで利益があると見ていたのである。
　（1890年代には非常に活況を呈した建築業だったが）1912⊖13年の失業率を見ると，建築業は全国平均値より
少し悪かった。ちなみに，人口はまだ大いに増え続けており，家屋もおしなべて粗悪なものが多かった
のである。この相対的不調は，機械による人間労働の置換に基づいてはいなかった。労働生産性は，む
しろやや低下気味だった。もっとも，建築業の不調はごく軽微なものだった。1900⊖11年間の賃金率は
殆ど不変で，1911年から1914年７月の間は，賃金率が７％上がっている。ただ，この間に食物価格がそ
れ以上に上がっている。この賃金の物価後追い状況は，建築業に独自のものではなかった。
（石炭の採掘と輸出：その批判者。機械類の輸出：その危険性）
　石炭鉱業は最終的にはどの産業よりも活発だった。もっとも，賃金・物価問題他のために，２度の石
炭紛争（coal wars）も含んでいた。石炭鉱業は建築業と異なり，極端に人員を必要としていた。逆に建
築業と同様，生産性は低下しつつあった。その間の事情を示す数値は次の通り。
　　　　1881年：鉱夫数38.2万人　　鉱夫１人当たり生産額403（309 ？）トン
　　　　1901年：鉱夫数64.4万人　　鉱夫１人当たり生産額340トン
　　　　1911年：鉱夫数87.7万人　　鉱夫１人当たり生産額309（403 ？）トン
　1911年には（1901年に比べて）36％も多い人員で，僅か19％だけ多い石炭を生産していたことになる（36％
は良いとして，19％は合わない。1881年の１人当たり生産トン数と1911年のそれとを入れ替えると，説明と合致する。しか
し，この入れ替えを行えば，1911年の生産性は01年のそれに比べて上昇していることになり，前後の叙述と整合しない。他方，
1911年の１人当たり生産額に鉱夫数を乗じた値〔総生産額〕を，1901年の対応値で除すると，総生産額の増加率は23.7％と
なる。19％ではない。要するに，この叙述は不明瞭。しかし，主張は明瞭）。しかし，この不効率は生産額の上昇と
輸出量の急速な伸びとによって，覆い隠されていた。1913年までには，採掘された石炭の４分の１以上
が輸出された。その割合は10年前には５分の１，30年前には７分の１にすぎなかった。価額の面では，
1913年の石炭輸出額は，UK生産物総輸出額の10分の１以上だった。1883年には，その割合は23分の１
にすぎなかった。この石炭輸出額比重の上昇は，この時期の輸出に関する最も注目すべき変化である。
この結果，ノーサンバーランド，ダラム，ヨークシャーなどイングランドの鉱夫達が大勢，南ウェール
ズに引き寄せられた。しかし，石炭資源はジェヴォンズが心配したほどではなくとも，やはり必要以上
に急速に消尽されつつあった。イングランドがこれまでと同じ程度に外国に石炭を供給し続けることは
出来そうにもなかった。この産業の非効率や新しい燃料との競争に鑑みても，状況は厳しかった。
　石炭輸出には，とくにブリテン産業の将来を脅かすという観点から批判があったが，機械類の輸出に
も同様の批判がなされた。機械類の輸出額は，1881⊖90年間の年平均値1,220万ポンド，1909⊖13年間の
年平均値3,230万ポンドと急成長していた。上記のような批判は資本輸出，機械類輸出が旺盛な時期で
はなく，ブリテン経済が困難に陥った時期（1880年代やボーア戦争後の停滞期）に提起されていた。
　上記のような批判は，漠とした一般的な意味では正しいが，現実的には重要でない。たしかに，ある
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国民がどんな種類であれ機械を持つようになればなるほど，その国民は自力で機械を作りうる時代に接
近するだろう。しかし，その接近可能性には程度がある。現実に最も賢明な機械購入者は日本人だった。
彼らは考え抜かれた政策に従っている輝かしい職人である。しかし，例えば南アに金鉱石を砕く機械を
輸出したり，マレーに錫砂泥を浚渫する機械を輸出したりすることに危険があるとは言えない。仮に危
険がより大きい場合でも，今日うまくこなせる仕事を拒否することから得られるものはない。産業国家
やそのビジネス上のリーダーにとって，洞察力ある政策というのは，自分に出来る入念で創意工夫に富
んだ仕事に集中することだ。
　繊維産業用機械（以下，繊維機械）の輸出（全機械輸出額の１―４を占める）によって，ブリテンの機械技
術企業が，UKの繊維産業と競争する外国企業に，組織的に設備を供給してきたことは事実だ。そして
なお，ブリテンの繊維輸出は，500年間そうであったように，依然として輸出取引の主要要素であった。
今後，ブリテンの工場は関税のあり方や低賃金労働によって，やすやすと海外に吸引されていくだろう。
すでにブリテン保有の綿縫製工場が，１ダースもの外国に存在している。その他，インドや中国の綿工
場にはブリテン資本がある。機械輸出の継続を是とする議論は，ここでも適用可能だが，繊維機械の場
合には機械輸出がかなり以前から行われているという事情もあり，生ずべき結果（機械による外国の生産
自立化）がいっそう近くて確実，という特質がある。近年，いくつかの国で繊維機械が設置され，これ
らの国はブリテン繊維の市場としては，縮小した。かつてブリテンから設備を購入した国々の中には，
今や第三市場で，時にはブリテン市場においてさえ，ブリテンと競争しているものもある。
（繊維の輸出取引）
　繊維製品（糸・布）は輸出額においてなお優勢だったが，そのUK輸出総額に占める比重は，以下の
ように低下しつつあった。
　　1850年：60％　　1880⊖84年：46％　　1909⊖13年：34％
　自由貿易主義者達は，1903⊖06年の政治経済学的議論において，至当な満足の念をもって，輸出工業
製品の多様化を指摘していた。彼らは，ブリテンはたしかに海外の繊維工場に施設を供給したが，電線，
ブーツ，「アパレル」，そして他ならぬ機械などが，何らの危機を生み出すこともなく，次第に綿やウー
ル製品の一部に代位したと論じた。さらにランカシャ （ー1911⊖12年）は異常なほどの活況，ヨークシャー
（1910年）も取引復活，に遭遇していた。絶対額では繊維輸出も，過去の活況期に匹敵するほど（グルー
プによっては未曾有）に拡大していた。とくに綿は大盛況で，1909⊖13年を通じて輸出された反物の量は，
1880⊖84年のそれに比べ40％も増えていた。これには不満の余地がなかった。つまり，ブリテンの繊維
機械輸出で世界的に最も競争の激しい産業となっている綿が，他の産業よりもむしろ見事に輸出市場で
身を守っていたわけである。羊毛，絹，亜麻，ジュートはそこまで行かなかった。結果として，輸出額
全体に占める繊維の比重は，1880⊖84年の46％から34％に低下したが，綿の対輸出総額比は，32.5％か
ら25％への低下に留まった。
　或る産業の緩やかで相対的な縮小は，誰を傷つけることもない。実際，この時期の綿はそうだった。
　以上は満足すべき事だった。というのは，綿こそはあらゆる産業の中で最も完全に輸出市場に依存し
ていたからである。あり得ないことだが，もし輸出が途絶えたとしたら，この産業は現状の３分の１以
下に縮小するだろうし，産業内の比較的粗野な分野は，もっと縮小するだろう。したがって，新たに台
頭してきた競争者の脅威を感じるのは，こういう粗野分野（例えば，低級番手の紡績）であった。
　羊毛産業は，生産額の３分の１から５分の２程度を輸出していたにとどまり，この点では安全性が高
かった。この意味の輸出依存度は，国の産業全体でも中位程度だった。しかしこの産業は，外国への
販売が低調な時期には，崩壊こそしなかったが，非常に高い失業率を忍ばねばならないことがあった。
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1909⊖13年には，高失業率の見通しはなかった。
　生産物の３分の１を習慣的に外国に輸出している産業国家は，別段，危険で不安定な状況に置かれて
いるわけではない。食料と原材料を確保するために大いに輸出せねばならないとしても，逆にそれらを
販売せねばならない農業国・準農業国が多くあるわけだ。また，後者は従来の借財に対しても，実質上，
利子として多くの食料等を債権国に渡さねばならない。主として農業に依拠するこれら国々の経済組織
が，突然変化する見通しはなかったし，誰もこれらの国々が全て債務支払いを拒否するなどとは想定し
ていなかった。
（ブリテン経済は停滞，という主張）
　そういう突然の障害の見通しはなかったとしても，統計を分析してみれば，新世紀に入って，ブリテ
ンにとっての交易条件が，少し悪化（一定量の食料・原材料に対して，より多くの石炭や工業製品を引
き渡さねばならない）していることが分かる。
　交易条件の悪化は1900年に始まったが，先立つ20年間は，逆に時を追うごとにブリテンに有利になっ
ていた。1900年からの悪化は1910年まで，明確な形で続き，その後再び改善の方向に向かった。1913年
にはほぼ1900年水準まで戻っていた。しかし，1900⊖13年間を通してみると，ブリテンの交易条件が，
それまで以上に有利になっていなかったことは確かだ。
　では1900年以降，ブリテン産業に停滞，もしくは相対的非効率があったのか？外国の批判者達は，そ
う信じていた。フランス人はイギリス実業家の長い週末や賃金稼得者の週労働時間の短さをからかって
いた。アメリカ人はイギリス人が保守的で，そのため自分たちが利益を得ると期待していた。ドイツ人
の中には，もう100年の平和があれば，自分たちはイングランドを（経済面で）滅ぼすだろうという者も
いた。自国経済に批判的なイギリス人の多くも同様のことを述べていた。しかし，これらの意見は何か
証拠を供給するものではない。ただ，（以下で見るように）若干の指導的なブリテン産業の効率性を検証
してみると，アメリカの批判者達の言う「保守性」は当たっているようだ。
　石炭は前述の簡単な検証の通り，効率において，停滞という以上に悪かった。トン当たりの石炭を坑
口まで運び上げる費用が1891年後の或る時期から上昇していた。生産額は，鉱夫数の増加とそれに見合
う大きな資本投下に比例しておらず，それ以下だった。石炭は，我が国総輸出額の構成要素として，鉄・
鋼製品と羊毛に挟まれた第三位の地位にあったばかりでなく，全ての産業が使用せざるを得ない唯一の
原材料だったのに，である。
　ランカシャーの綿とクリーヴランドの銑鉄については，もっとしっかりした統計的検証が行われてき
たが，結果は両産業の停滞性を実証した。綿では，機械による効率向上はずっと昔に達成されてしまっ
ていた。溶鉱炉とその付属物の基本的改善は1886⊖1913年間には皆無だった。1910⊖13年の実質費用は，
両産業のいずれにおいても，80年代のそれと変わらなかった。1885⊖1910年の全期間を通してみると，
両産業における効率性の向上は殆どなかった。この間，アメリカでは両産業で決定的もしくは顕著な効
率の向上があり，ドイツでもおそらくそうであった。
　綿についても鉄についても，生産の初歩的過程（例えば銑鉄）については，上記の考察が妥当するが，
複雑な完成過程（例えば鉄・鋼の諸製品）については，適用できないだろう。ここでは効率は向上して
いたかもしれない。ブリテン産業全体の生産性が向上していたとすれば，交易条件の悪化は真のロスで
はない。知るすべはないが，多分，全体としては生産性は向上していたのではないか。もしそうだとす
れば，1900⊖13年間に関して推計された交易条件の僅かな悪化は重大事ではない。1910⊖13年間の交易条
件改善は，同時代人がそれに気づいていたら，勇気づけられる徴候だっただろう。
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第２章　産業国家における農業
（農産物価格の推移）
　ブリテン農業が距離という自然の保護者を次々に失っていることは，1887年以前に，すでに明らかだっ
た。傷みにくく，量の割に高価な物については，保護者消失の被害は軽かった。羊毛の場合，ロンドン
市場で通常１ポンドあたり1s.以上する脂肪分の多いニュージーランド産毛は，地球半周の輸送費が
1d.以下ですんだ。ちなみに，1886年以降27年間の輸送費も，１―２ d. を目立って下回ることはなかった（輸
送費が安定的であることを強調）。したがって，1877⊖86年と1887⊖96年の二つのディケード間に，羊毛輸入
年平均費用が26％も下がったのは，距離という障壁が低くなったせいではない。しかし小麦の場合，
1868⊖79年間の年平均輸送費（シカゴ・リヴァプール間）は，１クォーターあたり11s.だったものが，
1886年には6s.2１―２d.，1902年には2s.10
１
―
２d. となっていた。穀物は全て似たような状況にあった。生肉は，
輸送に耐えうる場合，羊毛と同様だった。冷凍・冷蔵肉の輸入は，80年代を通じ，処理方法が工夫され
るのに応じて緩やかに増加しただけだった。そこで燻製・塩漬けの豚肉が，1886年までは輸入量で優勢
で，金額においても牛肉・マトンを合わせたより多かったが，20年後になると処理法が完成し，アルゼ
ンチンがアメリカ，オーストラリアに加わってきたので，豚肉は総計の僅か３分の１になっていた。
　大陸間の輸送費が，かつての国内の州間輸送費と殆ど変わらなくなるにつれて，国際間競争の枠外に
置かれたのは，最も嵩高く最も傷みやすい農産物のみとなった：根菜，ジャガイモ，生ミルク，干し草
などである。これらの産物も，農業が屋外穀物栽培一本から酪農型に漸次シフトするにつれて，価格低
下圧力に服してはいた。ミルクは人口増加と１人当たり消費量増加に伴う需要の伸びによって，価格低
下圧力をほぼ完全に相殺できていた。セント・トーマス病院（St Thomas＇ Hospital）のミルク購入契約
を見ると，1871⊖80年ディケード平均では１ガロンあたり10.2d.（最後の数シーズンの酷い高値がなけれ
ばもっと低かったはず），1881⊖90年間9.0d.，1891⊖1900年間8.6d.となっている。干し草価格は殆ど下落
しなかった。ボーア戦争期を除けば，干し草輸入は全くとるに足らなかった。反面，街の厩舎の需要が
あったし，農村でも牛馬の数は増えていた。
　ジャガイモ栽培はミルク，干し草ほどには価格面で恵まれなかった。人口増の割には１人当たり消費
量が伸びず，むしろ低下した。他方，耕地面積は，1906⊖10年間をとると，1886⊖90年間に比べ，僅かに
減っていた。再び上記病院の契約を見ると，ハンドレッドウェイト（cwt：約51kg）あたりのディケー
ド平均値は，1860年代6s.8１―２d.，70年代7s.11d.，80年代6s.1d.，90年代5s.1
１
―
２d. だった。
　肉については，80年代までは国際競争の影響は殆どなかった。アメリカ，オーストラリアの潜在的生
産力は巨大だったが，小麦の場合と異なって，まださほど顕在化していなかった。1883年にはマトン価
格は未曾有の高値だったし，ビーフも1873年のピーク値に近かった。但し，その後の５年間は両者とも
に急落した。1871年および1888年という農業，工業ともに好調の二つの年をとって，その間の両者の下
落率を見ると，ビーフ8.5％，マトン1.4％にすぎない。1887⊖96年の10年間（農業にとって最も困難な時期）
をとっても，平均下落率（対1871年）はビーフ13％，マトン３％にすぎない。この間，大麦は29％，カ
ラス麦は30.8％，小麦は48.6％下落していた。
　国内産の重要な農産物ほぼ全てについて，価格カーヴは1895⊖99年のどこかの時点で，やや上昇方
向に転じた。羊毛価格の上昇は1903年まで遅れたが，1913年には，1850年代初頭（もしくは1870年，
1881⊖82年）の水準まで戻した。肉類やバターの価格は，元来下落度が軽かったが，1913年にはほぼこ
れまでの最高水準にまで達していた。小麦価格（下落が最も激しかった：最低は1894年のクォーター当
たり22s.10d.）はあまり回復しなかった。しかし1907年からは30s.を常に超える水準を維持し，1909年に
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は年平均値36s.11d.にまでなっていた。とはいえUSやインドの輸出用余剰圧力が緩和されても，カナダ
やアルゼンチンのそれが増大していた。戦争前の７年間は価格下落がやや緩和されていた（上述）が，
小麦価格は1871年に比べて40％（ロンドンのパン価格は35％）低かった。
　1895⊖99年あたりから，安定的で好ましい状況が訪れるが，それ以前の困難な20年間，ブリテンは他
の欧州諸国と異なって，困難な状況に適応するために保護関税政策に頼ることはしなかった。穀物法廃
止は，この時期には老年期に入っていた当事者やその薫陶を受けた人々の間で，それほどに輝かしい出
来事だった。
（80年代と90年代初期の不況）
　1881年に設置された「農業不況に関する王立委員会」は，穀物だけでなく例えば羊毛など多くのもの
を対象にしていたが，その報告は，最も深刻で恒久的な沈滞は穀物価格に見られる，としている。農業
主達の損害は，地代の軽減では埋められそうになかった。全ての人々が，辛抱強く待てば風向きが変わ
るだろうと期待していた。1888⊖89年までは，まだ所得税A表の収入（土地）は，1879⊖80年の5,981万ポ
ンドというピーク値から，18％ほどしか下落していなかった。反面，20世紀初めの14年間の，ほぼ定常
的な水準（上記ピーク値の30％下）に落ち着いてもいなかった。
　80年代後半には肉類（1883年から急低落していた），穀物の価格が回復傾向を示していて，新たな状
況へのドラスティックな調整は引き延ばされる傾向にあった。しかし，1891年から，ブリテンの穀物価
格は1895年の絶対的最低値に向かって最終的な下落を開始していた。小麦価格は1894年に最低値に達し
た。肉類も1891年から下落し始めた。農業不況に関する新たな王立委員会は，1894年までに事実を提示
し始めていた。
　まず天候要因，特に1894年の干魃があげられた。しかし，1879年の雨の場合と違って，今回は誰もこ
れを最重要要因とはしなかった。次に，地主への過度の不満もなかった。例えば，価格低下の厳しかっ
たサフォークの借地人達は地主を責めることなく，価格低下自体を問題とした。実際，地主達は多くの
州で地代を大幅に引き下げていた。例えばエセックス，リンカーン，サフォークなどでは，13年間に
50％前後の地代引き下げを行った大規模農地が幾つもあった。
　状況を緩和してくれる地主が居ないところでは，小農地所有者達は窮境に立っていた。例えばアクゾー
ム（Axholme：リンカーンシャー北部にある）の開放耕地では，彼らは小麦とジャガイモに頼りすぎて窮地
に陥っていた。もっとも，少し気の利いた人々は，セロリーやその他の特殊な作物を栽培していた。ただ，
リンカーンシャーにおいて，窮境がさほど一般的だったわけではない。南のスポールディング（Spalding：
リンカーンシャのほぼ最南部にある）などでは，なけなしの金で土地を買った人々が非常な苦境に陥っていた。
そういう人々 20人のうち19人が，農業主の下で職長になっていた方が楽だっただろう。彼らもそれを
自認しながら，「しかし我々は自分自身の親方なのだ」という誇りを持っていた。彼らは生き残るに値
する人々で，実際にもそうなった。
　上記は全て，東部の可耕地の話である。少し西のノーサンプトン近辺（優良な草地地帯）は，傷が比
較的軽かった。さらに西では，80年代に不況を免れた諸州も今回は苦しんでいた。ほぼどこでも，地代
は下がっていた。まず借地人に損失が生じ，これが地代に跳ね返った。ただ，チェダーなどのチーズ地
方では，8,000エーカー以上にわたって，地代引き下げ率は最大でも21％以下だった。異常な引き下げ
率はなく，破産も殆どなかった。北デヴォンの，何よりも育牛に力を入れている地域でも状況はほぼ同
じで，貸されていない農地は殆どなかった。ウェールズの西端６州でも貸されていない農地は殆どなく，
地代引き下げ率も２％強程度だったようだ。当地では，市場向け生産は少なかった。
　東部でもハンバー川の北では，南に比べると破産は少なかった。東ライディング山地の可耕地の農業
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主達は大きな損失を被ったが，まだ破産はなかった。北ライディングとダラムの農業は穀物が少なく家
畜が多く，不況も軽かった。ノーサンバーランドは，家畜価格が穀物価格の後を追って下落し始めるま
では，頑張っていた。ただ，今や或る代表的農地では，地代が25％引き下げられていると推計された。
カンバーランドでは目に見える不況は殆どなかったが，家畜では損失を出していた。ここでは，職長が
平（ひら）の農業労働者に立ち混じって働くように，最大級の農業主さえ懸命に働いた。そのため，こ
の地方担当の専門家（Wilson-Fox）は，あまり暗い結論を出してはいない。
　その南のランカシャーについても，同じ専門家は薄明かりを見ている。この地方は穀物，チーズから
ミルクへと次第に転換していた。地代もきちんと支払われていたし，貸し出されていない農地はなかっ
た。チェシャーでは育牛・酪農農業，ジャガイモ栽培，市場用園芸が古くから確立されており，堅固な
消費者の環（リヴァプール，マンチェスター等々からファイヴ・タウンズ〔Five Towns〕に至る）によっ
て守られていた。ここではどの州よりも不況被害が少なく，東アングリアの地主なら得られない額の地
代が支払われていた。
　スコットランドでは小麦栽培が非常に少なかったので，その限りでは被害は小さかったが，カラス麦
と大麦の価格は1895年に底値にまで下落した。羊毛価格も1901年の底値に向かっていた。南東部のボー
ダー諸州とロジアンは不況だったが，敗走状態にはなかった。地主達にも地代切り下げを可能にするだ
けの柔軟性があった。つまり，連続19年という，当地でほぼ一般的な農地貸出契約に，地代軽減のため，
５年ごとの中断を受け入れたのだ。地代軽減率は25⊖30％と推計されているが，この水準では借入需要
は活発だった。北のパース，ファイフ，フォーファー，アバディーンでは不況は深刻だったが，貸借条
件の異常な変更はなかった。厳格な農地貸借契約は，大いに緩和されていた。地主達は借地人が窮地に
陥る前に，機敏に地代を引き下げた。1883⊖93年間の平均軽減率は，上記４州について30％と推計され
ている。
　ハイランドは基本的に自給自足農業だったので，問題は別だった。遠い北部や島嶼部では，1884年に
行われた調査（しばしば無法状態にまで嵩じてしまう小作人たちの不満の原因を調査）の結果，1887年
以来，委員会が公正な地代設定，滞納金の帳消し，保有地の拡大，ピートモス・海草・牧草地の共同使
用・調整など，多様な活動を行っていた。エアー（Ayr）からギャロウェイ（Galloway）に至る南西部
は基本的に牧畜・酪農地帯だったので，1894⊖96年には崩壊の徴候はなかった。銀行家達は，長期賃貸
契約に基づく農業が地主達の迅速な地代調整を妨げるという批判をしていたが，調整は僅かに行われた
だけで，借地人達の大部分も，伝統的な15ないし19年借地を好んでいた。
（価格の方向転換）
　1894⊖96年の委員会は，証人達や委員会の補助者達から十分に情報を得ており，天候，法のあり方等々
を農業不況の原因とはしなかった。多数意見・少数意見を通じて，今回のトラブルは，価格，それも世
界価格の問題だという明確な認識をもっていた。委員会のメンバーであるR. ギッフェン卿は，金によっ
て価格は近く上昇方向に転ずるとして同僚達を勇気づけていたが，同僚達は懐疑的だった。他の専門家
達が難色を示したし，価格はまだ下がっていたからである。しかし２年のうちに，潮は静かに変わって
いった。あまり静かなので，初めは気づかれないほどだった。
　価格の僅かな上昇は，地代上昇をもたらさなかった。地主は地代の免除や切り下げを続けていた。
1901⊖02年における「土地からの収入」（税の１項目）は，1896⊖97年に比べ，５％少なく，1911⊖12年の
それは1901⊖02年に比べてもやや少なかった。農業主達は，世紀の変わり目頃までには経済状況への信
頼感を取り戻しつつあり，農地の貸出も活発化し始めていた。しかしなお，国内では農業が依然とし
て沈滞状況にあるという認識が目立った。他方，ある外国のイングランド農業研究家（H. Levy）は，
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1903⊖04年に「人々はもはや農業危機を話題にしていないし，全ての徴候が状況の改善を示唆している」
と，妥当な指摘をしている。重要農産物価格動向の中で最も沈滞的だった羊毛価格が明確に上方に転じ
たのは，1903年のことだった。
（不況の経済学：イングランドにおけるスコットランド農業主）
　国中を通じて，大幅価格低落に対する敏速で明瞭な反応は，種々の節約だった。地主は必要な施設の
建築や排水工事を停止し，農業主は土地の手入れを怠り，生垣刈込み，溝掘り，アザミ除去なども閑却
され，肥料が節約された。農地は，何らかの形で悪影響を被った。例えば1894⊖95年のサフォークでは，
誰もが過去15年の間に土地が劣化したという意見だった。不況をうまく乗り切った人々は，農業システ
ム全体を新たな状況にいかに適応させるかを心得ていた人々か，もしくは軽農業（light farming）に徹
した人々だった。しかし，後者の場合は，常に土地を劣化させる危険性をはらんでいた。
　相当数のスコットランド農業主が，エセックス，ハートフォードシャー，サフォークに移住したこと
は，この不況の歴史における重要ポイントを説明している。移住者の大部分はエアシャーの酪農事業家
だった。出身地では競争が激しく，農地契約条件もなお厳しかった。他方，エセックスでは地主がどん
な条件でも喜んでテナントを迎えてくれた。移住者達は乳牛を連れてきており，それらを飼育した。エ
セックスでは不規則な４コース農法が採られていて，放置された休閑地が多くあり，旧式の農具もあっ
た。人馬の無駄働きも目に付いた。スコットランド人達は，これらを廃止・廃棄した。根菜類は手間が
かかりすぎるので切り倒した。その代わりに，彼らは短期で交代する一時的な牧草，とりわけ多年生の
ライ草（rye-grass：ドクムギ属の，まぐさ用の草）を植えた。彼らの輪作は７，８年で，そのうち３ないし５
年は種物（seeds）に充てられた。彼らの主たる穀物は小麦ではなくカラス麦だった。彼らは，妻子を
含め勤勉に働いた。要するに，ここでは二つの生活水準（two standards of living）間の競争が生じたわ
けである。
　東アングリアの人達も，酪農が完全にスコットランド人の所産であることを認めていた。しかし，前
者は後者が耕作を知らないとか土地を荒らすとか，５年以上は居つかないとか，悪意的な批評をしてい
た。ところが，エセックスで完全に失敗したスコットランド人は殆ど居なかった。彼らは1894⊖95年には，
粘土との戦いこそあったが，南への移動はそれに値したと満足していた。もちろん，多少，土壌を劣化
させたことだろう。
　スコットランド農業主達の移動の他に，西部地方の内部において，酪農知識のあるコーンウォールや
デヴォンから東サマーセットやグロースター，ウォリックへの同様な農業主移住があった。
（作付けの変化）
　小麦価格の下落は，70年代以降，農産物のみならず，あらゆる産業生産物の中でも突出的だった。そ
こで，大ブリテンで1874年には363万エーカーあった小麦畑が，1887年には231万7000，1900年には僅か
184万5000エーカーになっていた。1901⊖14年間の最大値でも192万6000エーカー（1912年），最小値は
137万5000エーカー（1904年）だった。この期間の後期（価格やや上昇）に最大値が来ているのは，農
業主達がほんの少しの値上がりに対してでも伝統主食穀物を生産すべく身構えていることの表れだが，
いかんせん，この頃には既に我が国で消費される小麦の５分の１以下しか国内で生産されておらず，価
格上昇の刺激効果も限定されていた。
　総穀物栽培面積の動向は次の通り（エーカー）：1874年943万1000，1887年814万6000，1904年695万
3000，1912年715万2000。これを見ると，数値減少は，殆ど小麦栽培面積の減少に由来することが分かる。
　1888⊖90年頃までは，緑作物（green crops）（根菜，ジャガイモ，キャベツ，ムラサキウマゴヤシ等：
green cropsは葉菜を指すことが多いが，クラパムはここでは，具体例として上のような作物を列挙している）の栽培面積
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は350万エーカー辺りを前後していた。1904⊖13年間は，ほぼ完全に300万エーカー水準だった。この減
少は，スコットランド人がエセックスで費用がかかりすぎるとしてとり止めたカブラ類の減少にほぼ完
全に由来している。スコットランド人はクローヴァー，イガマメ（牧草用），輪作用牧草を好んで栽培
した。
　統計で見る限り，これらの変化は当時喧伝されたほど大々的ではない。たしかに，ほぼどこでも輪作
で種物期間を長くするという安価な便法が，新たな状況に適応する主要な手段であると言われていた。
しかし，実際に起こったことは，昔からの手法が多少広まったに過ぎない。先にも見たように，すでに
1850年代に，ノーフォークの４年輪作方式にもう１年付け加えて５年にする方式が知られていた。たま
たまエセックスなどでは，これらが余り用いられていなかっただけである｡もう一つの，非常に普及し
ていたやり方は，２種の麦（第二のものはおそらくカラス麦）を用いる方法だった。
　真に重要な変化，つまり，恒久的牧草地（permanent pasture）の増加にしても，非常に古い時代から
続いてきた変化の帰着点にすぎない。この時代の人々の説明を聞くと大きな変化があったように思わ
れるかもしれないが，実際はそれより遙かに僅少である。ブリテンにおいて，耕地が恒久的牧草地に
占める割合（the percentage of the cultivated land of Britain in permanent pasture）は60年代末から70年代初
頭にかけて42％，1874年42.1％，その後は円滑でほぼ中断のない上昇が続いて，1904年52.9％，1914年
55.2％だった。たしかに，それまでは40年間でこのように大きな変化はなかった（但し，1775⊖1815年
の囲い込み期は，おそらく例外）。しかし，その変化といえども，僅々耕地の13％ほど（55.2％－42％＝
13.2％）に影響したにすぎない。（上記引用文 the percentage of the cultivated land of Britain in permanent pasture は，誤植
である可能性が高い。つまりクラパムは，このすぐ後に，L. de Lavergne の “nearly half the cultivated soil” was in permanent 
grass という1850年代ブリテンについての言を，自説を補強するために肯定的に引用している。おそらく上記文は the 
percentage of permanent pasture in the cultivated land of Britainが正しいだろう。必然的にcultivated landは「牧草地＋穀物・野菜・
果樹のための耕地」を意味することになる。元々は自然の草原も，家畜を放牧することでcultivated landになるのだろう。）
　劇的な変化も余りなかった。かつて耕地であった土地の全体が，全て牧草地になったわけではな
い。東部の耕作可能地では，土壌や気候がそんな大規模転換を許さなかった。緑の多い西部では，大規
模転換するような土地がなく，単に緑地が増えただけだった。70年代初期のコーンウォールでは耕地
（cultivated area）の31％で穀物が栽培されていたに過ぎない。ブリテン全体ではその数値は58％だった。
同じ数値は，1910年までにはコーンウォール19％，デヴォン17％にまで低落している。カンバーランド
でも同様なやり方で穀物比率を落とすことは容易だった。天候と土壌のゆえに，農業主達は７年もあれ
ば，容易に良好な恒久的牧草地を作ることが出来た。
　この当時の農業・農地の状況を説明させる代表地として最も適切なのはソールズベリー高原（Salisbury 
Plain：かのストーンヘンジがある）だろう。ここはチョーク（chalk：灰白色の軟土質石灰岩）を僅か数インチ
の土が覆っているだけの農業限界地で，かつては牧羊地だったが，クリミア戦争などで畑地に転換され
ていた。やる気のある農業主達が，この地を昔の牧羊地に再転換すべく，牧草の種を蒔いたり，顔面の
黒い羊を放牧したりしていた。残りの土地は，自然に戻された。
（道具・機械の変化）
　不況期の農業機械化は進展が遅々としていた。それどころか，後戻りもあった：例えば1894年には，
エセックスで蒸気式耕作が減っているという報告があり，ケンブリッジの代表的農家では，同年に未だ
に相当量の穀物をから竿で脱穀していた：1899年には中央ケントやサセックス・ウィールドでは，古い
木製のケント式回転ねじり鋤が未だに用いられていた：ペンブロークのような孤立した州で多種多様の
旧式鋤が用いられていたのは驚くに当たらぬとしても，同地では1887年になっても穀物や干し草が未だ
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に大鎌（scythe）で刈り取られていたのだ。進展の遅い農村が広範に存在していたことの証である。
　このような鎌文化に，アメリカから，単なる刈取機に続いて刈取兼束ね機が，1878⊖80年以降，急速
に入り込んできた。というのもブリテン人の嫌う針金の代わりに麻糸を使う機種が市場に登場したから
である。1895年までには，ティーズ川の下流辺りの効率的農場のちょうど３分の２が束ね機を使ってい
た。しかし，世紀の終わり頃にはまだ，多数の旧式刈り取りが行われていたことは当時の文献から明ら
かだ。とは言え，80年代以降，束ね機は収穫期労働への需要を，目に見えるほどに減少させていたし，
新世紀に入って，ますますその傾向を強くした。1906年の或る報告（R. H. Rew, Report on the Decline in 
the Agricultural Population of Great Britain）によると，束ね機に限らずあらゆる種類の「労働節約的機械
を十分に使用していたのは，80年代には比較的少数の農場だけだった」が，1906年までには「機械使用
に十分なだけの広さを持つ農場では，ほぼ普遍的に使用している」。
　旧式の蒸気耕耘は，不況以前に，それ以上には普及しえない限界に達していたが，1910年までは，畑
で使うトラクターの能力について正式な試運転は行われなかった。その時に試運転のために設定された
条件を最もよく充たしていたのは，特殊な車輪をつけた道路タイプの蒸気式トラクターだった。しかし
判定員達は，一般目的のモーターとしては，オイル・エンジンが農業主の要求に究極的に最も合致する
だろう，と予言していた。
　不況が始まった時，酪農は機械化されていなかった。1879年に初めて王立農業展示会でクリーム分離
器が展示された。それはスウェーデン製だった。ブリテンの製品はその後９年間，展示されることがな
かった。分離器は初め配送業者に，次いで1890年頃から，設備の整った農場で使用されるようになった。
しかし，平均的なミルク農業主は分離器とは無縁のままだった。搾乳機については，20世紀に入って発
明家達が頑張っていた。王立展示会で最初の試作品実演が行われたのは，実に1913年になってからのこ
とである。11の試作品が競争したが，賞を得たのは再びスウェーデン製品だった。
（果物産業の成長）
　1905年に，18か月の調査の後，或る公的委員会が「果物産業は最も進歩している産業であり，農業
では近年進歩の徴候が見られる唯一のものだ」と報告している（Report of the Departmental Committee on 
the Fruit Industry）。果樹農園は1873年以来10万エーカー，もしくは63.9％増加していた。増加の半分は
1886年以前，半分はそれ以降に属する。また1897年以前の諸年にはあまり知られていなかった小果樹
（small fruits：イチゴ，カラント，ブルーベリー，ブドウなどを言う）栽培も，1897年から1905年までの短期間に
11.7％増えていた。
　栽培面積だけが前進の指標ではない。1904年の前にもそれ以降にも，質や方法の向上があった。栽培
面積が殆ど問題とならないタイプの果実栽培－温室産業（glass-house industry）－は，大いに前進して
いた。但し，西部のリンゴ酒用果樹園はさんざんだった。この地方では，実に17世紀に植えつけが行わ
れていて，園は老朽化していた。1905年になっても，多くの場所（とくにデヴォンシャー）で無惨なま
でに見捨てられているという報告があった。一方，主としてヘリフォードシャーでは，1895⊖1905年間
に果樹園経営への関心が蘇り，相当な新規植樹が行われた。1905年までには，前進と放棄とが拮抗状態
だった。改善への主要な刺激要因は，工場でのリンゴ酒製造の成長だった。
　ケントでは満足すべき進歩があった。ここには，古い草地の果樹園を持つ通常の農業主から，500な
いし1,000エーカーの混合農園を持つ高度に専門化した農業主に至るあらゆる階層の栽培家が居た。専
門化した農業主は当然に進歩的だったが，古典的なケント風サクランボウ果樹園でも何年か前に，その
経営に大々的改善があったと報告されている。これは西部地方と対照的である。ケントの人々は，ロン
ドンと隣り合わせで，輸入された大陸果実が自分たちの横を通り過ぎていくのに無関心では居られな
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かった。対照的に，19世紀にはリンゴ酒市場は縮小傾向で，ノルマンディーからの輸入もなかった。　
　ケントには，エリス（Erith）とかベグズリ ・ーヒース（Bexley Heath）のような重要な温室栽培センター
があった。また同様なものはロンドンの西にもあった。ただ，最も重要なセンターはロンドンの北側に
あった。フィンチレーのP. ケイ（Peter Kay）は，1874年に仕事を始め，1899年までには19１―２エーカーの
温室を保有し，そこでブドウやトマトを栽培していた。ミドルセックスのポンダーズ・エンド
（Ponder＇s End）からハートフォードシャーのチェサム（Chesham）に至るリー谷（the valley of Lea）全
域にわたり，ガラス屋根が簇生していた。1869年のチェサムには温室が一つしか無かったが，1899年に
は125エーカー分の温室があった。この地方全体では，この時までに1,100から1,200エーカーの温室があっ
たと見られる。成長は続いたが，減価償却費がのしかかり，かつ大陸との競争が激しかったので，利潤
幅は狭かった。
　ケント以外の古くからの果物栽培地域では，パーショー・プラム地帯（the country of the Pershore 
plum：パーショーは右記イヴシャム西方６マイルの街）の街イヴシャム（Evesham：ウスターシャー南東部の街）
近辺が最も活気があった。ここでは何千エーカーもの農地が街から四方八方に広がって，果物，花，野
菜を栽培していた。その大部分は２ないし20エーカーの小土地に分割されており，保有者はテナントで
あった。ところが新興のウィズビーチ（Wisbech）の果実・花栽培地域では，保有者はしばしば土地所
有者だった。ここでも，これ以外の場所（エセックスのティップトゥリーなど）でも，農業への刺激は
80年代から急速に成長してきたジャム工場に由来していた。ジャムの多用は，法外に安くなった砂糖と
消費者習慣の変化に起因している。
（山林管理）
　山林管理も相変わらず停滞していたが，不況はさほど鋭角的ではなかった。たしかに材木価格は他
の一次産品同様に下落していたが，大部分のブリテンの森は市場を意識して運営されてはいなかった。
1909年の当該問題専門委員会も，イングランドの森は狩猟や射撃を念頭に置かねばならない，としてい
る。すでに1884⊖85年に，或る調査が行われており，情報を提供はしたものの，森林造りに不可欠な国
家の行動を生み出すことはなかった。80⊖90年代の個々の地主には，次世代・次々世代のために現世代
の費用支出を大々的に行うような姿勢はなかった。1897年にフォリスト・オヴ・ディーンについて20年
計画が策定されたり，1902年に森林官を育てるための調査が行われたりしたが，いずれも大きな成果を
あげることはなかった。1906⊖09年には，王立委員会が報告を出したが，これまでの諸委員会が指摘・
勧告して来たことの繰り返しに過ぎなかった：曰く，ブリテンは他国に比べ，森林がないに等しい，造
林に利用できる土地は十分に存在している，造林は国家の仕事である，等。
　翌年，新たな開発委員会（Development Commission）が，森林に関する地域助言者創設の準備を行い，
造林について地主達を手助けするため補助金を出すように提言した。これは過去の調査委員会の示唆に
はなかったことである。こうして営林への関心が蘇り，人々は再び丘や荒蕪地に森林が戻って，将来の
ブリテンがせめてオランダやデンマーク並みに森林を保有できるのではないかという夢を抱くように
なった。当時の，国土に対する森林の割合はイングランド5.3％，スコットランド4.6％，ウェールズ3.9％，
デンマーク7.2％，オランダ7.9％，フランス17.0％，ドイツ25.9％だった。フランス並みの森林率を期待
するのは，夢のまた夢だった。
（20世紀における一般的改善）
　地主達の所得は殆ど改善していなかったが，回復の展望はあった。大戦が始まった年のイングランド
とウェールズの土地からの税収入（3,700万ポンド）は，ちょうどワーテルローの年と同じだった（1879
⊖80年の最良の時期には，これより1,500万ポンド多かった）。地代は順調に支払われ，借地需要は活発だっ
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た。但し，地代は1900⊖13年間，概してほぼ1900年水準（従前に比べ落ち込んだ水準）で安定していた。
しかし，物価の動きは別で，1900年は短期ながらピーク期だった。その後，農産物価格には目立った低
下もなく，1906年以降は再び上昇し始めた。1913年までには，重要商品価格は1900年に対して以下のよ
うに上昇した。
　　　　　　輸入穀物（小麦，カラス麦，大麦を合わせて） 20％
　　　　　　輸入生肉（牛肉，マトン，ポーク） 3.5％
　　　　　　輸入バター，輸入チーズを合わせて 15％
　　　　　　輸入獣皮 65％
　　　　　　ブリテンからの輸出羊毛 100％
　穀物，ジャガイモ，ホップを合わせた卸売価格は18.6％，肉，卵，酪農製品を合わせた卸売価格はも
う少し，上昇している。上記のような変動幅の中で，個々の農業主の収入は変動したが，1900年に比べ
て収入増が20％に充たない人は殆どなかったであろう。
　1910⊖12年に，D. ホール卿（Sir Daniel Hall）個人による優れたブリテン農業観察記が著された（D. 
Hall, A Pilgrimage of British Farming）。ケアードやラヴェニュ（L. de Lavergne），A. ヤング（Arthur 
Young）の著作に続くものである。以下しばらく，ホール卿の見聞に依拠する。彼によると，もはやエセッ
クスの農地も，荒廃したイングランド農業によくある見捨てられた土地ではなく，整然としてこそいな
いが，生計を支えてはいた。東部の他の耕地も同様のはずであった。例えばリンカーン・ヒースの大規
模で近代的な農場では，借地需要が活発だった。イヴシャム近辺では，アスパラガスが果樹や市場向け
園芸作物の中で最新の成功例であり，農業全体も急速に伸張していた。スコットランドのアバディーン
では，ロンドン市場に向けたスコットランド牛肉の製造業者も快適に過ごしていた。ウェールズ人も何
世紀も前からと同様，家畜やミルクを移出していた。
　多くの地域で人口肥料や飼料が次第に増え，これが耕作農の作物栽培を助けていた。彼らは５種の中
から３種の作物を育てていたが，人口肥料や飼料増加の助けがなければ，劣悪農法に化していたかもし
れない。その際，今やノーフォーク式輪作の亜種である根菜，大麦，種物，小麦，カラス麦（もしくは
他の春穀物）の５コース輪栽法を採用していた。
（地主，農業主，労働者：賃金：労働者の夜明け：労働者の地位改善）
　まだ土壌資源の浪費はあったし，多大な機会逸失もあった。例えば，ブリテンは良い血統の家畜を育
てて世界に提供する一方で，多くの農場が価値の殆どない家畜を育てていた。北ウェールズは伝統農業
を守るという誇りが高すぎて，果実や野菜，早生ジャガイモは栽培しなかった。また農業不況時代の記
憶も多くあった。しかし，結論ははっきりしている。つまり人々は，ある場合には機械の改良，ある場
合には目的の変更によって，安価に生産する方法を学んでいた。1900年までには，現存の条件の下で生
計を立てていける新たな種類の農業主達が育っていた。またこの頃から，価格の上昇傾向が有利な条件
を提供していた。とくに1909年以降は，農業は健全で繁栄した産業となり，有能な農業主は大きな利益
を上げていた。（この辺りまで，ほぼ上記ホール著作に依拠。）
　田舎の土地所有者（The owners of rural land）は大いに損失を被った。農業主については，どんな階層
がどれほど損失を出したかは，統計的に検証できない。さてブリテン農業の第三プレーヤーである労働
者はどうだったのか。不況の第一局面では，彼らの現金ベース賃金は非常に低下した。ただ，第二局面
の80年代後期に，穀物に続いて肉の値段が下がり，賃金が上がり始めた。90年代も賃金は上昇気味だっ
たが，まだ明確ではなかった。
　しかし1900⊖02年までには，イングランド週平均賃金は，最も不利な推計に依拠しても，1887⊖88年の
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ボトム値から1s.8d.（東部諸州に限れば2s.4d.）だけ上昇していた。1900⊖02年頃のイングランド週賃金
は14⊖15s.（東部諸州では13s.強）ほどだったから，この上昇は決して小さな額ではない。これに収穫時
等の特別労働への支払いや諸種の現物支給（金額換算）を加えると，東部労働者の場合，総収入は16s.
ほどになった。ところで，州ごとの稼得額（earnings）格差は驚くほど大きなままだった。大まかには
労働能率が，その違いに相応している。例えばスコットランドのエアシャーの週賃金は20s.10d.でエセッ
クスの16s.11d.と4s.ほどの差があった。とは言え，相互に比較的近い州（地理的に近ければ労働能率にも大
差がないはず，ということだろうが，論理は明確でない）の間に相当な賃金格差があるのは別の要因，即ち現実
に移住することの困難性，によるだろう。例えばサリー（ロンドンと隣接）の20s.に対してバッキンガム
16s.4d.，エセックス16s.11d.，オックスフォード14s.6d.（イングランドで最低），というように大きな開
きがあった。
　一般的に言えば，1900⊖02年の稼得額は，19s.を超えていた。（ここで州ごとの週稼得額を示す，数値入りの
地図〔Wilson-Fox＇s Report of 1905によるAverage total weekly earnings of ordinary agricultural labourers by counties, 1902〕が示さ
れている。以下この段落では，この地図と本文とを付き合わせて要約する）地域別では，ノーサンバーランド，ダ
ラム，カンバーランド，ランカシャーなどのイングランド北部工業地帯，スコットランドのラナーク，
スターリング，ファイフ，フォーファー，エアなどの先進地帯，中部ではダービーシャー，ウェール
ズではグラモーガン，南部ではサリーなどが，週あたり稼得額20s.以上の高収入地方であり，ウィルト
シャー，グロースター，ドーセットなど南部諸州，ノーフォーク，サフォークなど東部諸州，ウェール
ズのカーディガン州，スコットランドの北部などは概ね16s.以下の低収入地方であった。他の諸州は，
この両者の中間に位置することになる。（この地図で見ると商工業上の先進地帯では，農業労働者稼得額も高くなっ
ていることが明らか。）
　賃金は1912年までは緩やかにしか上昇しなかったが，1913⊖14年に急騰し，この結果1900年に比べ，
上昇率は1913年11％，1914年14％となった。この最終局面の上昇は，ほぼ正確に，ブリテンにおける食
物・衣料の小売価格上昇と一致している。1892年時点で農業労働者の稼得額は70年代のピーク値に比べ
て相当下落していたとは言え，1850年頃に比べると30％以上，上昇していたし，農業労働者の労働分配
率も上昇していた（第２巻第７章）。その意味における彼らの「利得」は，90年代を通じても失われる
ことがなく，むしろ少し上昇していた。しかし1900年以降については，価格上昇で最も利益を得たのは，
農業主達だった。この頃の賃金と食料・衣料価格との動向を指標で対比的に示せば，以下の通り。（1900
年＝100）
年 食料（小売価格） 衣料（小売価格） 農業賃金
1892 103.9 101.0  93.9
  97  95.5  98.2  95.0
1900 100.0 100.0 100.0
  07 105.0 106.2 102.9
  13 114.8 115.9 111.1
  14 111.6 117.4 114.2
　　　　　　　　（1914年は，１⊖８月）
　　　・資料は商務省の Index Numbers of Retail Prices and Wages 
　　　・ A.L.Bowley によると，この頃，現物支給等々を含めた農業労働者の労働分配率は約３分の１
に達している（The Division of the Product of Industry, An Analysis of National Increase before the 
War, 1919, p. 24 ）。
　農業労働者が簡単に転職先（園芸業者，市場用園芸業者，果樹栽培者などへ）を見出し得たことは，
彼らの賃金動向が比較的良好だったことの重要な説明要因だろう。1881年に比べた場合，ブリテンの農
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業従事者（最広義）総数は，1911年には僅か６％減少しているだけだが（但し，スコットランドでは
17％），狭義の賃金稼得者（耕作監視員，職長，通常労働者，羊飼い，農場召使い）は25％も減少している。
これに対し，農業主や牧畜業者は完全に安定的で，27万9000人ほどのままだった。しかし，園芸業者，
苗木業者，種物業者，花屋等々は13万9000人（77％ほど）も増えていた。（gardener〔園芸業者〕の訳語には
悩まされる。広義には野菜・種苗・花木・果樹の栽培者や庭師，植木職人など全てを含む包括語だが，しばしば野菜栽培業
者を指し，時には植木職や庭師，小規模な花木栽培・販売者をも意味する。本稿では同じ gardener という言葉でも，時に応
じて別の訳語をあてていることがある。前記の market-gardener は広義 gardener に含まれる典型職だろう。）
　園芸業者の増加は，殆どイングランドに限られていた。これは上記のスコットランド農業人口減少の
説明要因となる。1881年にはイングランドの農業労働者と農場召使いの園芸業者に対する人口比率は８：
１ほどだったが，1911年にはそれが2.5：１になっていた。
　女性の農業労働者は，1911年になると無視可能なほどに少なくなっていた。イングランドとウェール
ズを合わせ，農業労働者と農場召使いが１万3000人，園芸業者等が4,700人（スコットランドでは，そ
の数値は各々１万5000人と700人）だった。30年前にはこの３倍近くが居たのである。正規の女性農業
労働者は殆ど消滅しており，収穫期に手を貸したり，酪農作業を手伝ったり，ホップ摘み・果実摘み・
ジャガイモ掘りの労働団に参加していた程度である。すでに1895年には，ノーサンバーランドのような
女性の野外労働が伝統であった地域でも，女性労働を確保するのは年々難しくなっている，と言われて
いた。この頃には，イングランドの女性は豚小屋掃除をしなくなっており，サフォークの農業労働者の
妻子はここ数年，農場での仕事から手を引いていた。これは農業労働者と家族の経済的地位の高まりを
反映している。
　しかし，労働組合主義（trade unionism）は，70年代の労組崩壊以降，この時期の最後の数年に至るま
で，労働者の地位改善に全く寄与していない。90年代初期に，労働問題に関する王立委員会の事務官達
が報告を出したが，６つの対象地域のいずれにも，労組は全く存在しなかった。90年代後期に，国全体
として見ると労組と労働組合主義者の数は急速に増えたが，農業では労組はいっそう衰退した。商務省
の労働部局は，1900年に僅かに二つの農業労組を見出しただけだった。加盟員も数十人に過ぎなかった。
その後，労組運動が次第に回復の勢いを増すが，これには新世紀に入ってから，物価上昇に対して賃金
上昇が遅れたことが作用している。労組の員数は1911年の7,000人から1914年の３万2000人に増加した。
これは1912⊖14年の最後の賃金上昇（これによって上記の遅れは解消された）と明らかに関連している。
もっとも，３万2000人という員数は，全農業労働者の５％にもみたなかった。
　しかし労働者の経済的・社会的地位の向上の効果は，無視しがたいものがあった。今や文盲ではなく，
州や国政に投票権を有し，通常，友愛協会のメンバーで，たいていは耕作用小規模貸付地（allotment）
を保有し，老齢年金によって疾病やかつての作業院での死などに対して保険されていた。農業主（ケン
ブリッジシャーなどでは労働者出身の者も多かった）との力関係でも，概して強くなっていた。　　
（土地保有，その大小）
　19世紀の大部分を通じて，労働者と農業主の格差は，平均的農場の規模が少しずつ大きくなるにつれ
て拡大傾向にあったが，この頃にはこの傾向が停止し，やや逆転していた。300エーカーを超える土地
保有は，地主や農業主の観点からして，かつてほど明瞭な利点ではなくなっていた。そこで，小規模土
地が放棄されて合体されるのとは逆に，いくつかの大規模土地が細分された。農業統計を額面通りに受
け取ると，1885⊖1910年の25年間に，300エーカーを超える土地は９％減少している。不況時に大規模な
土地を再貸出するのは困難になっていた。また，１ないし50エーカーの小規模土地「保有」者には，何
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十万人もの商人や宿泊業者が含まれていたとは言え，同時にイヴシャム，ウィズビーチの園芸業者，コー
ンウォールやベッドフォードシャーの野菜栽培業者などが多数含まれていた。
　1885⊖90年間に土地「保有」に関する統計数値が初めて集計され議論されて以来，小土地保有の増加
を是とする人々と，農業前進のために土地保有集中を是とする人々との間で，論争があった。統計上の
小土地保有者には農業者とは言えない人々や混合型の人々が多く含まれていたために，議論は迷走しが
ちだった。小土地保有推進者達からすれば，所有者兼耕作者の階層が少なかったことは良い材料ではな
く，改革は未だ始まっていないと感じていた。土地保有集中推進者達は，小土地保有は不経済で，いず
れ困難な時期には再度併合の憂き目に遭うだけだと論じた。80⊖90年代におけるブリテンの急進的な農
業改革者達は誰も，大陸で生じていたこと，つまり関税障壁による小農温存を熟考していなかった。
　不況の進行過程で，小規模な労働農業主もしくは大規模な管理的農業主が，首尾よくこの嵐を切り抜
けうるかという議論も多くあった。（酪農業の多い）西部では東部に比べ，より多くの小規模な労働農業
主が存在したのだが，不況過程では事情は西部に有利に働いた。小規模酪農業が，後にアメリカで発展
する工場式酪農業よりも経済的であるかどうかは問題だが，少なくともこの当時を生き残るには有利
だった。一つの要因は，小規模農業主達が家族労働を濫用した点にある。
　耕作農業や混合農業を議論する際，小土地保有推進論者達は，決して小規模農業が大規模農業に比べ
て生産性が高いとは言わず，単に経済的に可能であり，かつ社会的には非常に望ましい，と述べたに留
まる。1888年の下院特別委員会（小土地保有を創出するために現存する便益の調査）の見解もこれであ
り，委員会メンバーも証人達も，全く上記と同意見だった。併せて委員会報告では，耕作用小規模貸付
地，小屋の庭，特選労働者のための２，３エーカーの土地（彼は賃金仕事と接続してここで働くことが
できる），10ないし50エーカーの純粋小農場，など多様なタイプの小土地保有が議論された。
（小土地保有立法とその機能）
　労働者が漸次的に土地所有者の地位に上昇することが，委員会の理想だった。彼らは借地というもの
を移行的局面としてのみ認めようとした。もっとも証人達の多数派は借地関係を是としていた。この結
果制定された法（1892年施行）は，新しい州議会（County Council）が土地を購入してそれを小規模保
有用に改造する権限を与えた。これら小規模土地は，頭金を預託させて割賦方式で転売される予定だっ
た。頭金を都合出来ない人々には，州議会が15エーカーを超えない範囲で，土地を貸し付けることが出
来た。
　この法は，完全な失敗に終わった。州議会が強制的な購入権を与えられていたら成功していたのでは，
という批判的意見もあったが，もっと重要な失敗原因は，所有権に拘りすぎた法の性格自体，あるいは
法に対する州議会の無関心もしくは敵意，にあった。またそれらを調整する中央機関も欠けていた。と
もあれ，法施行後の14年間で，大ブリテンの諸州議会は僅か812エーカーの土地を購入したにすぎず，
そのうち小農所有用に転売されたのは300エーカー以下だった。
　他方イヴシャム地方では，ここだけで全国州会議の公的活動を合わせた以上の成果が，計画によら
ずに達成されていた。1907年に或る観察者は「この地方には園芸耕作用に，１⊖８エーカー程度の保
有が１万エーカー以上ある。そしてこの目的のための農地分割は1865年から漸次的に増加している」，
さらにイヴシャム園芸業者の75％が「労働者として出発していた」と記している（L. Jebb, The Small 
Holdings of England, 1907, pp. 331⊖333）。
　ベッドフォードシャーのサンディ（Sandy）やビグルスウェイド（Biggleswade）でも，土地は基本
的には公的計画なしで流動化していた。人々は１，２エーカーで始めて，保有地が生計を立てうる広さ
（７⊖10エーカー）に達するまで頑張った。彼らは軽くて砂の多いこの地の土壌で，キャベツ，人参，莢
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マメ，芽キャベツなどを育てて近隣の人々に供給したのである。上記の水準に達すると，通常，彼らは
さらに多くを求めた。
　公的計画に依らずに発展したこれらの地域（すべて土壌や気候等々が小規模農業に適した場所だった）
では，地代や地価は国の平均値に比べて高かった。イヴシャムの良好な果樹園の地代は，１エーカー当
たり４ないし10ポンドだった。ウィズビーチの自由保有地はエーカー当たり40ないし50ポンド以下では
売られなかった。園芸農業に適応した地域ではどこでも，地域園芸社会（gardening communities）のよ
うなものが形成されていた。例えばイヴシャムでは，「イヴシャム慣行」というのがあって，これによ
ると借地人は借りた土地を手放す時，後続の借地人と自由に契約が出来，地主はそれを受け入れるか，
或いは自分が，新たな借地人に代わってその契約価格を支払わねばならなかった（借地権売却代金の一時
立て替えであろう）。このように保護されていたので，イヴシャムの人々は所有権には全く関心がなかった。
これに対し，ウィズビーチやスポールディングの人々は所有権に関心（フェン地方の土壌に根ざしてい
た）が強かった。地域園芸社会は，上記慣行のない他の場所でも成長し続けていた。もっとも，1895年
の市場用園芸業者補償法（Market Gardeners＇ Compensation Act）がイヴシャム慣行を一般化しようとし
た時，他の地域の地主達が，二重所有や借地人による借地人選定を忌避するために，「貸し出された土
地は当該法の下では市場用菜園」とは見なさない，とする条項を契約に挿入してこの立法の意図を挫く
ような動きはあった。
　この出来事は地主達の力の一例であって，改革者達はそれに対してこそ法を対置しようとしたのだ。
地主達の反対は，疑いもなく，園芸その他の特殊化された農業を地方で始めることに対してよりは，耕
作・混合農業用の小規模保有の実験に対して，より強力な障害物となった。園芸等を妨げることは，単
なる愚行だったが，知的な地主ばかりでなく利害の全くない専門家達も，耕作・混合農業用の小規模保
有には，あくまで懐疑的だった。すでにその種の実験はあったのだが，所有地であれ借地であれ，30な
いし50エーカーほどの耕作・混合農業用の土地保有によって，英国人が受け入れうる生活水準を年々保
つことが出来るのか，非常に疑わしかった。他方，農園経営がすでに十分に特殊化されて，その程度の
土地保有規模でイギリス水準の生計を維持し得ていた所では，真に大規模な農園は決して支配的ではな
かった。ヨークシャー谷（Yorkshire Dales）では，干し草と牧畜用の40⊖60エーカー（これにプラス多少
の牧羊場）ほどを所有する農業主が，普通だった。西ライディング，ランカシャー，チェシャー，ダー
ビーシャー，北ウェールズ，コーンウォールにおける平均的な保有面積は国の平均値の３分の２ほどだっ
た。これら全ての州で，改革者達の理想的な土地保有が行き渡っていた。即ち，或る家族が外部からの
助力を殆ど，もしくは全く必要とせずに働ける規模である。
　耕作用小規模貸付地については，新しい教区会議が，1887年に地方当局に与えられた強制権限を，修
正形で保持していて，今や４エーカー規模までの貸付地を供給出来るまでになっていた。しかし，この
権限は殆ど利用されなかった。農業労働者からの１エーカーほどの貸付地需要（ジャガイモ栽培用だったこ
とを想起）は，殆ど充たされていたし，３ないし４エーカーの保有は，労働者の目的にとって大きすぎ
るか小さすぎるかのいずれかだった。
　80⊖90年代のこれら諸法の適用は，申請者の進取の気性と州議会・教区会議の反応如何にかかってい
た。当時，どちらも余り積極的ではなかった。1907年に新たな法が非常に重要な手続きを定めた。第一に，
州議会が小規模保有用の土地を獲得するために強制力を与えられた（但し，結果としてこの権限はさほ
ど用いられなかった）。第二に，いっそう重要なものだが，農業省が特別委員会を任命して，小土地保
有促進のための地方のニーズと便益を確認するように指示された。この第二の措置は，行動をためらい
がちな州議会に活を入れ，必要なら彼らに範例を示すためであった。州議会はこの督励に反応した。２，
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３年後，農業観察者達は「法の原理に不賛同な人々によって構成されていた州議会によって，法が実行
された義理堅いやり方」に感銘を受けた。統計上の結果は，印象的である。1914年末までに，この法の
下で，平均面積約14エーカーの小規模土地保有が１万4000件，実現していた。イングランドとウェール
ズでは，この規模の土地保有（１⊖50エーカー）は29万2000件あり，そのうちの多くが農業目的の保有
ではなかったわけだから，この７年間の数値は，相当な行政上の成果であった。
　しかし，この成果は過大評価出来ない。第一に，たしかに公的計画による保有は増えたものの，１⊖
50エーカー規模の保有総計（区画数，面積のいずれであるかは，示されていない）は減少していたからである。
第二に，主な成功例はフェン地方，ベッドフォードシャー，ウスターシャーなど，果物，野菜，ミルク，
鶏肉等に特殊化された農地経営・園芸において見られ，これらはすでに小規模農業の成功例として着実
に発展していることが明瞭だったからである。法は発展を速めたであろうが，それが無くともほぼ同様
の発展が見られただろう。公共事業貸付委員会による低利融資の助力もあり，この事業は常に金融的に
は円滑だった。
　しかし，（自立可能な小土地保有者を増やすという）事業の永続性には問題があった。西部諸州のように
小規模保有が新規ではなく昔からの残存物である所では競争効率は低く，それに伴って保有者の生活
水準も低かった。数年後，カーマゼンシャーの小土地保有については，「小規模保有者の真の意図が特
殊化にあるにも拘わらず，耕作が大規模農地経営の単なる小規模コピーにすぎないことが余りにも多
い」（E. Thomas, The Economics of Small Holdings, 1927, pp. 97⊖98）と言われる始末だった。この批判は，
1907⊖14年の期間については，カーマゼン（また，ウェールズ全体）を超えて妥当だった。産業都市の
近くに多くの第三級ミルク農園があったし，新しい特殊化された小規模農園ですら，土地の自由な取引
があるところでは，競争場裏で自らを維持できないことがあった。サンディでは1907年までに，小規模
農業を始めることが困難になりつつあった。というのも，良い土地は，保有地をさらに増やそうとする
成功者達に取られてしまったからである。イヴシャムも，1911年には「厳密には小規模保有地域ではな
い」と記されている。ここでは「あらゆる規模の土地保有があって，５エーカーの保有者は自分を地域
で一人前の人間ではなく，より大規模な隣人達と肩を並べるための第一歩を踏み出したにすぎないと考
えている」（D. Hall, op. cit., p.178）。こういう考え方は，イヴシャムの谷に限られたことではなく，小規
模土地保有に最適であるフェン地方でも浸透していた。ここではジャガイモ，人参，セロリー，アスパ
ラガスなどの生産性が非常に高く，狭い土地で比較的多くの人数を養えたのだが，それでも保有規模が
大きければより多くを生産できるということで，広い土地が求められたのである。しかし，セロリーや
アスパラガスへの需要には限度があり，新しい作物が必要であった。さもないと，農業不況期で没落し
た人々の轍を踏む（同一作物で過当競争）ことが心配されたのだ。フェンの人々はタフで適応性に富ん
でおり，見通しは暗くなかった。
（協同行動：その弱点）
　販売問題となると，真に小規模な保有者は，無条件に受け入れてくれる地方市場でない限り，通常は
不利だった。また，鶏肉や野菜など純粋に地方的な需要に対して，特定地域で過当競争が生じて共倒れ
になることもあった。小規模保有促進運動の支持者達は小規模保有者達の間で協同関係を築こうとする
のだが，イングランドでは，まだそういうシステムは稼働していなかった。
　他方，欧州大陸では1900年頃までに多少とも協同組織が生まれていた。但し，自然発生的ではなく，
意図的なものであった。イングランドでのみ，創始者の出現が遅れており，社会的土壌も協同組織に不
親切だった。1899年以来，アイルランドではホレース・プランケット（Horace Plunkett）が，倦むこと
のない活動を続け，1902年までには様々な種類の協同組合を矢継ぎ早に数百（several hundred）も組織
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していた。主として酪農と銀行であり，加盟者は６，７万人ほどだった。同じ頃，商務省は大ブリテン
で4,000人以下の農業協同組合員しか見出すことが出来ず，大部分は近年の組織転換に依っていた。イ
ングランドでは1901年に農業組織組合（Agricultural Organisation Society：以下，AOS）が創設され，プラ
ンケットの組織を模倣したと率直に認めていた。役割は宣伝と助言であった。或るスコットランドの協
会が1905年にこれに続いた。1901年以前には，多くの議論や少数の実験は別として，実際の協同組合運
動は，ブリテン農業のどの部門でも存在しなかった。
　その理由は簡単である。小規模農業主ですら，今や自分の銀行勘定を持っていて，高利貸的な金融業
者に頼る必要は無かった。オーウェンの福音も農業主には向かなかったのだ。協同組合推進の宣伝は，
小規模耕作者達がほぼ平等である所，農業者達がほぼ同じことをしている所で最も成功するものだが，
ブリテンの農業社会は，ほぼどこでも平等ではなかった。宣伝活動が始まった時，最初の成功例のいく
つかが，大陸の小農とあまり変わらないウェールズの農業主だったこと，あるいは全ての農業主に共通
の要求（例えば肥料や飼料の購入等々）に関連していたことは注目すべきだ。
　もちろん，個人主義的な英国人の気質や英国の伝統も重要な原因だった。他の人々と同じであること
を良しとせず，一段階上を目指そうとするような人物は協同組合の良きメンバーになりそうではない。
1911年には，イヴシャム谷の農業者の大多数が「特定の私的な市場を熱心に探しており，友人を通じて
取引することを望んでいる」と記されている（Hall, op. cit., p. 107）。同地の人々は当時，非常に硬直的
な個人主義者であって，地元の鉄道会社との共同行為にすら難色を示しがちだった。小土地保有者の共
同行為の欠如は，1914⊖16年のオックスフォードでも見られた。
　AOSやその背後の農業省の蒔いた種が，全て無駄になったわけではない。1914年には大ブリテンに
274の「必要品組合」（requirement societies）があって，農業主達の生活必要品や農具を買い込んでいた。
３万人の加盟員が居て，180万ポンドの取引があった。その中には，加盟員の生産物を販売する協会も
あった。また129の「農産物組合」（produce societies）があった。主要な業務は加盟員の生産物を売ると
ころにあったが，必要品の買い込みを行うこともあった。１万人の加盟員と90万ポンドの取引があった。
公的に「サービス組合」（service societies）と分類されたグループには３万人の加盟員が居た。そのう
ち１万7000人が，1907年，1908年の法の下に設立された「小土地保有および耕作用貸付地組合」（Small 
Holdings and Allotment Societies）に所属していた。これらは大部分，これから小保有者になろうとする人々
であって，団体で州議会と交渉し，土地保有が確保されると団体で用地を準備し，必要品を購入し，お
そらく農産物の販売も行った。1914年には，これらの協会は多様な発展段階にあった。残り１万3000の
組合加盟員は，協同脱穀者，協同牛保険者等々，まさに雑多な団体から成っていた。
　上記の総計は７万人ほどになるが，おそらく重複もあるだろう。また，中には自らを農業者と考えて
いない人々も含まれていた。しかし，少なくとも４万人以上が，農業者を自認していただろう。1911年
センサスでは，ブリテンにおいて総計27万9000人が，自分たちを農業主もしくは牧畜業者と申告し（あ
るいはそのようにグループ分けされ）ていた。とすれば，明らかに，たとえ弱々しいものであれ，６な
いし７人のブリテン農業主のうち１人は，何らかの形の協同行動に関わっていたことになる。ただ，農
地面積や生産量からすると小さな比重しか占めていなかったことは明らかだ。このために，農事専門家
の中には，実際の進展を過小評価する傾向の人々も居た。しかし，15年以内に以上のような進展があっ
たことは，一つの成果であり，農業従事者達の精神の適応性が増したことの証でもある。州議会の指導
下に，農業専門学校や農事指導も至る所で設立・実施された。しかし進展があったとは言え，速度は非
常に緩やかであった。農事専門家達は，農業学校での教育等よりも地方のグラマースクール教育の充実
に期待していた。ブリテンの農業者は，柔軟性や，規律を守り好奇心に富む精神，という点では，デン
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マークの（おそらくまた，オランダやドイツの）農業者に劣っており，その改善が進展を速めると考え
たのである。
（農業省：その歴史と重要性：農業立法）
　教育，小土地保有，家畜の病気，地方の利害問題等々は，今や新たな農業省によって監督されていた。
この国家機関が特化して成長し，その機能を拡大していく様は，後期ヴィクトリア朝（およびポスト・
ヴィクトリア朝の初期）のブリテンを特徴付けている。当省は，是非とも必要な統計の収集をしたいと
いう19世紀中葉のベンサム主義的提案から出発した。1866年に作物と家畜に関する最初の統計がとられ
る前には，国民全体に亘る無知や後進性に関する不満があったが，他面，農業者達の間には資料提出に
対する不満や懐疑もあった。この年は商務省が，地方の内国消費税・関税局の役人を通じて，この仕事
を行なった。その後，議会が折々に生み出す種々の監督的な農業職務は，枢密院の或る委員会に委ねら
れた。1889年には，これが農業省に引き継がれ，後者は商務省の統計作業を肩代わりし，その後1914年
まで，近代英国政府の省庁の典型的な生涯を辿った。情報収集，そのうち農業界に必要なものの伝播，
補助金の管理，1907年の小土地保有政策のような新政策の当事者としての仕事，種々の監督官や専門家
の組織立ち上げ，諸農業法の立案，等々がその内実である。1914年までには，農業大臣はもはや統計収
集等の片々たる業務の責任者ではなくなっていた。
　農業法については，1883年の農業保有法と1914年のそれとの間に多くの立法があった：保有法，小土
地保有法，市場用園芸業者法，等々である。そのうち一般的に最も重要なのは1900年と1906年の保有法（施
行は1909年）だろう。前者は1883年の法で規定された借地人の農園改良への補償法を改善した。補償請求，
それへの反論，仲裁などを規定していた。後者は，先行諸法と同様，保有法というよりは借地法と言う
べきものだが，さらに進んで仲裁法を含んでいた。また，借地人による修繕費用の補償，地主による借
地人への不合理な妨害，等について定めていた。この法は1895年の市場用園芸業者法を修正した。さら
に最も重要なことだが，法によって作付けの自由を確立した。これに反する慣習や契約は無効とされた。
但し，自由作付けは，土地がきれいにかつ健全に保たれている限り，という条件が付いていたので，地
主は土地を貪り尽くすような農業主と交渉の余地があった。この結果，多くの訴訟が生じた。
　このように農業主は十二分に保護された。但し，その内容は彼の祖父世代の地主の専横に対する保護
事項が多く，20世紀の地主がとりそうな行動は少なかった。もはや，あからさまな作付け指示をしよう
とする地主など殆ど居なかったし，1870年代に争われた「借地者の行った改良事業の未消尽部分に対す
る補償」が妥当であることも，今や一般的に認められていた。
　新時代の英国農業主達は，祖父・父の時代以上に，年々ベースの借地という制度に固く結びつけられ
ていた。それでも，仮に不良な農業主ですら，借地解消通知を受けることは稀だった。他方，農業界が
1879⊖1906年間のように不安定な時期には，借りている土地を年末になったら出ることが出来る権利は，
益々魅力的になった。終身保有，謄本保有，あるいは単純借地保有（simple leasehold）などは，一時デヴォ
ンやコーンウォールで普通だったが，1890年までには小さな例外を除けば消滅していた。エセックスで
は，1880年代以前は７ないし14年の定期借地が普通だったが，90年代半ばまでには，それもごく僅かに
なっていた。リンカーンでも事情はほぼ同じだった。スコットランド人は定期借地方式に固執していた
が，それでも困難な時期にはそれを破ることがあった。
　英国農業者達は，土地所有者となることに関心が薄かった。60⊖70年代に，高騰した価格で土地を購
入した者も居たが，80⊖90年代に譲渡担保（mortgage）や破産の憂き目に遭うことが多かった。後に続
く人々は先行者の轍を踏もうとはしなかった。政府が別の層，つまり元労働者等に小土地の購入を勧め
た時も，彼らは概ね辞退した。耕作者によって「所有もしくは主として所有」される土地保有の比率は，
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殆ど変わらなかった。全ブリテンを対象とすると，90年代と1910年代には（90年代以前には数値の公表
なし），その比率は12％前後で変動していたにすぎない。イングランドでは数値が高く，スコットラン
ドでは最も低かった。1909⊖13年間も上昇傾向は皆無で，やや下がったほどだった。所有権は，50⊖300エー
カーという，中心的な大グループ（通常のブリテン農園）で最も稀であり，５エーカー以下の層で最も
行き渡っていた。フェン地方をはじめ全国に，種々の耕作所有者は生き残っていたが，所有地と借地と
の不均衡には，重大な変化がなかった。
（批判者と予言者）
　不況が始まって以来，予言者達は，ブリテン農業は衰退しており，その傾向はブリテンが全力で自分
たちの勧める新方策（小農所有地，教育，協同，小土地保有，関税，等）を採らない限り続くだろう，
と叫んでいた。たしかに20世紀に入って復興が静かに生じるまで，彼らの言説を裏書きするような衰退
傾向の証はあった。また，農産物の販売に関しては，効率性が欠けていることでも意見は一致していた。
復興が始まってからでも，たしかに一つの憂鬱な事実があった：ブリテンは未だに世界に対して血統正
しい家畜を育ててはいたものの，ヴィクトリア朝初期と異なって，農法を学ぶためにブリテンにやって
くる巡礼はもはや居なくなっていたのである。他方，たしかにエーカー当たりの小麦生産量は増加して
おり，1905⊖14年間をとれば，これまでにない高水準となっていたが，今や小麦は最優良地でしか栽培
されていなかった。牛の頭数は80年代初期に比べ，100万頭（16％）だけ増加していたが，これは必要
とされた穀物栽培の減少を補填しうるものではなかった。反面，平均的な牛１頭からのミルク生産量や，
平均的雄牛１頭からの肉重量は増えていた。羊の頭数は，変動的ながら減少していた（もっとも，ブリ
テンの羊飼育は大陸欧州のどこにも見られないやり方で行われていた）。豚の頭数も変動的ながら僅か
に増えていたが，15人の英国人に豚１頭という貧弱な数値だった。
　この時期の最終期について，ドイツと比較するのが適当だろう（これまで実際に行われた比較は，対
デンマークが多かった）。ドイツは教育，小土地保有者，小農所有地，協同，それに関税が，ブリテン
より進んでいた。1883⊖1912年の30年間（世界農産物価格の大下落と部分的回復期）をとると，ドイツ
の全穀物栽培面積は十分維持されており，そのうちいくつかの作物については明確に増加していた。ジャ
ガイモ用面積も増えていた。合計すると，ジャガイモと主要４穀物（ブリテンと異なり，ライ麦用面積
が広大）の栽培面積は400万エーカーだけ増えていた。たしかに，羊だけは1,920万頭から580万頭へと
劇的に減少していた。しかし，馬は100万頭（ほぼ30％）増えていた。牛は440万頭（ほぼ22％）増え，
質も良くなっていた。山羊（ブリテンの統計表には登場しない生物）もほぼ100万頭増加していた。豚
は1,270万頭（138％），加えて１頭当たりの脂肪も，増えていた。ドイツ人３人当たり１頭の豚と上質
の牛が居たという勘定になるが，ブリテンでは６人当たり牛１頭（豚は上述）という有様だった。加えて，
ドイツにはぶどう園，果樹園，ホップ，森，亜麻，さらに素晴らしい甜菜があった。
　ブリテンと異なって，ドイツには耕作等に用いうる広大な土地が残っていたこと，ブリテンにはぶど
う園は困難であること，ドイツは組織的に農業を保護して，その見返りに農産物に高い価格を支払って
きたこと，などの相違点があったのは重要な事実だ。しかし，そういうハンディがあったとしても，も
しブリテン農業界に十分な考慮や作業，また豊かな適応性があったならば，疑いもなくもっと良い結果
を残していただろう。穀物はともかくとして，家畜や果物については，とくにそれが当てはまる。戦前
期の平均値をとると（J. A. Venn, Foundations of Agricultural Economics（1933 ed. ）, pp. 378⊖379），ブリテ
ンで消費される卵の35％，バター 60％，チーズ80％，豚肉44％が海外から輸入されていた。関税の問
題があろうとなかろうと，ブリテンが再び食料の自給自足が出来ると想定する人は，もはやなかったと
言って良い。結局，批判者達は，デンマークが関税なしに我が国にバター，ベーコン，卵を送り出して
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いることに注目し，小土地保有，協同，教育などに力を入れれば，事態は良くなると論じた。その議論
の全てが正しいというわけではないが，基本的には，その主張は健全だった。
　この間，有益な知識が蓄積されつつあった。背景には，地方がそれを必要としているという時勢があっ
た。1904年の Journal of Agriculture において，或るケンブリッジの講師が，メンデルの再発見された原
理が「自然をいっそう支配できる見込みを与える一連の研究に道を開いた。これは５年前の栽培者が夢
としていたものである」と指摘していた。すでに小麦の研究が「近い将来，価値ある発見が確実」と示
唆していた。いくつかの発見が，予見通りに実現した。新たに育てられた素晴らしい小麦，即ち Yomen 
and Little Joss が市場に出され，少しずつ畑に広がっていった。しかし，これは始まりに過ぎなかった。
約3,200万エーカーの耕地のうち，小麦畑が190万エーカーに充たないブリテン農業は， Little Joss の登場
だけで救われるものではなかった。しかし，この効率的で小さな救世主は，新しいものを信じる用意の
ある社会において，以後何が達成出来るかを示唆するシンボルだった。
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